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発刊にあたって

　本報告誌は、2014年度の全労済協会公募委託調査研究テーマ「社会連帯への架け橋」で採
用となった、「震災復興過程のコミュニティ形成に係る行政・ＮＰＯ等・地域住民の協働：宮
城県をケースに」の研究成果です。
　近年、少子高齢化の進行や社会構造・労働環境等の大きな変化により、家族や地域の絆の
希薄化が問題視される中で、各地ではコミュニティ形成の観点から様々なアプローチが行われ
ています。
　このコミュニティ形成については平時のみならず、2011年 3 月に発生した東日本大震災にお
いても、重要な問題として浮上しました。東日本大震災のような大災害時に、個人や個別の団
体で対応することは極めて困難であり、事象に応じて様々な個人や組織が協働し連携をしなが
ら対応することとなります。それまで関わりのなかった個人や組織が協働し連携することには
困難を伴い、必ずしもうまくいくとは限りません。
　そのような中、本研究では、東日本大震災からの復興に向かう過程の中で、行政やＮＰＯ、
地域住民等がいかに協働し、連携が行われてきたのか、コミュニティ形成の観点から調査を行
いました。
　調査は、東日本大震災において最大の人的被害を受けた宮城県を対象とし、県内の各自治
体で復興まちづくりに関わってきた行政・支援団体・住民組織の関係者に、半構造化インタ
ビューを実施しました。
　様々な立場の方にインタビュー調査を行ったため、震災復興過程のコミュニティ形成におい
て、どのような場面でどのような連携がされ、それぞれの立場にとってどうであったのか、成
功した原因やうまくいかなかった原因は何であったのか、具体的に示されています。
　また、インタビュー調査の結果を分析し、①県内における復興のコミュニティ形成における
取り組みや課題、②各組織の信頼関係やネットワークがどのように構築されたのか、③それぞ
れの取り組みや協働がコミュニティ形成にどのように影響を与えたのか、について明らかにし
ています。
　さらに、災害時のみならず平時においても、行政・支援団体・住民組織がどのような関係を
築いていくべきなのかについて、示唆しています。
　本研究が、これからの日本社会のコミュニティ形成について考える際や、東日本大震災以
後、全国各地で大きな地震が頻発している中で、今後の日本の災害対策について考えていく際
の参考となりましたら幸いです。

　「公募委託調査研究」は、勤労者の福祉・生活に関する調査研究活動の一環として、
当協会が2005年度から実施している事業です。勤労者を取り巻く環境の変化に応じて
毎年募集テーマを設定し、幅広い研究者による多様な視点から調査研究を公募・実施
することを通じて、広く相互扶助思想の普及を図り、もって勤労者の福祉向上に寄与
することを目的としています。
　当協会では研究成果を「公募研究シリーズ」として順次公表しています。

（財）全労済協会　
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1．1．はじめに

　東日本大震災が発生する前から､ 地方行財政改革の行き詰まりと人口減少や高齢化社会､ 低成
長等の社会経済の構造変化の中で､ 行政だけが政策を決定､ 実施､ 評価するのではなく､ 市民､
企業､ NPO・NGO 等､ 多様な主体とともにネットワークの一員として活動する協働型ガバナンス
の議論が展開されてきていた（新川､ 2009）。そして､ 自治体が抱える地域課題の解決には､ 地
域の人たちの考えやニーズを知り､ NPOやボランティア､ 企業等とさまざまな人々とのネット
ワークを形成することが求められてきた（西寺､ 2010）。
　2011年３月11日に発生した東日本大震災のような災害への対処は､ 個別組織では難しく､ 複数
の組織間協働によってはじめて可能となる（山倉､ 1995）。大震災からの復旧・復興の局面にお
いても､ 行政だけが単独で復旧､ 復興施策を進めていくことは難しく､ 様々な主体が震災復旧・
復興に関与し､ 様々な主体の間で協働がなされてきたが､ 行政も例外ではなかった。
　震災前の住居に暮らし続ける住民がいる一方､ 避難所､ 仮設住宅（プレハブ仮設､ いわゆるみ
なし仮設住宅）、復興公営住宅へ転居した住民､ 自力再建をした住民等､ 様々な居住形態が選択
され､ そのたびに「コミュニティ形成」という問題が浮上してきた。
　復興計画の策定や事業の実施主体は自治体であるが､ 復興まちづくりの主役は住民ともされる
中､ 地域住民が､ 生活の場となった仮設住宅や､ 復興まちづくりの過程､ 恒久住宅（復興公営住
宅や防災集団移転先での自力再建住宅）でコミュニティ形成を行うにあたり､ 行政や支援団体は
様々な支援施策を提供してきた。例えば､ 津波被害をうけた漁村部は「都市計画法」が及んでい
ないため､ 復興まちづくりに関わる職員は多くなく､ 2011年７月から､ 兵庫県はまちづくりの専
門家を派遣し阪神・淡路の経験を伝える制度を創設したとされる（上原､ 野崎､ 2013）。その中
で､ 地元の人々と官民の連携や協働が多層的に実施されてきたことは､ 既存の各種報告書や先行
研究の中で､ 徐々に明らかになってきている（例えば､ ひょうご震災記念21世紀研究機構 2014､
風見 2015､ 内閣府 2016）。
　震災復興の過程では､「組織間の協働」や「連携」の必要性が強調される一方､ 例えば上記の
まちづくりの専門家に対する評価は､ 上原､ 野崎によれば､「専門的な知識のない被災者に代
わって具体的な提案をするといったプラス評価から､ 被災者ニーズを充分理解せぬまま勝手な提
案を持ち込むというマイナス評価」まであったとされる（上原､ 野崎､ 2013）。このように､ 地
域住民が行政や NPO 等と協働する難しさがあったり､ 住民組織・行政・支援団体の協議の場が
もたれたとしても､ 必ずしも協議がスムーズに進行すると約束されている訳でもない。
　東日本大震災から５年が経過した中で､ 地域住民が自らのコミュニティを形成していく上で､
行政や支援団体とともに､ いかに協働しいかに合意形成をスムーズに行っていったのだろうか。
また行政や支援団体の間ではどのような連携が図られていったのだろうか。本研究ではこうした
点を明らかにしていきたい。

第１章　序論
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1．2．研究目的

　これまでの復興時の行政と NPO と地域住民の協働に関する調査研究は､ 政府や学術研究の中
で行われてきたが､ 震災復興のコミュニティ形成の過程で､ 組織間の協働がどのような要因で進
行し､ 頓挫し､ 意思疎通が困難になるか､ また､ それらの困難性を乗り越えるために､ 当事者が
どのような工夫をしてきたかについて､ 十分な研究がなされていない。
　本研究の目的は､ 東日本大震災以降の復興過程において､ 仮設住宅や復興まちづくり､ そして
復興公営住宅でのコミュニティ形成に関し､ 地域住民が行政や NPO 等の支援団体と､ どのよう
に協働していったのかを確認し､ コミュニティ形成を進める上での､ 合意形成や協働で､ それぞ
れ､ どのような課題に直面し､ 課題を解決していったのかを探るものである。
　本研究では､ 学術的にはこれらを研究することで､ 震災復興の過程の文脈の中で組織間協働と
組織間信頼の理論に具体性を持たせようとする一方､ 社会的には今後の大規模災害時の長期的な
コミュニティ形成の復興支援計画の策定の一助にしようとするものでもある。
　本研究の構成を示すと次頁の 1．3．のようになる。
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1．3．本研究の構成
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　都道府県の中で､ 東日本大震災で最大の人的被害を受けた宮城県を広域的な調査対象として選
定し､ 実際のコミュニティ形成の現場に関与する､ 宮城県の沿岸地域の基礎自治体（市町。以下
同）と内陸の災害公営住宅で被災者の入居を受け入れた自治体を中心に調査を行った。本研究が
研究対象とした宮城県の概況を述べる。
　宮城県は東京から300km 北東に位置し､ 人口は約233万人（平成28年７月時点､ 宮城県ウェブ
サイト）であり､ 県内には35の自治体（うち13市､ 21町､ １村）があり､ 津波浸水被害を受けた
のは15自治体である。宮城県内の地理的な位置関係と､ 沿岸自治体､ および､ 今回の調査対象の
一部となった内陸自治体を色付けした地図を図表１に示す。

図表１：宮城県の沿岸自治体及び内陸の調査対象自治体

 （代表研究者作成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2．1．各自治体の被害､ 人口

　宮城県の沿岸地域の基礎自治体の人口規模を確認するため､ 各自治体の人口規模を図表２に示
した。

第２章　現状把握 : 東日本大震災後の宮城県内の被災自治体等での仮設住宅数および公営住宅数
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　宮城県の全人口230万人のうち､ 半数近くの105万人が仙台市に暮らしている。政令指定都市で
ある仙台市には､ 地方自治法に基づき､ ５つの区役所（青葉区､ 太白区､ 泉区､ 宮城野区､ 若林
区）が設けられている。

図表２：宮城県の沿岸自治体を中心とした人口規模

 （国勢調査を基に代表研究者作成）

仙台市

　本研究の調査対象との関係で､ 仙台市の５区の人口はあえて分割しているが（上記図表２の左
側の総和が仙台市全体の人口）､ 宮城県では仙台市が他の自治体に比べ､ 極めて豊富な人口を有
している様子が理解できる。
　次に震災前後の人口を比較するために､ 国勢調査のデータを用いて検討する。
　震災前の傾向として､ 平成17年から平成22年までに人口増加がみられたのは仙台市と､ 同市へ
の通勤圏である名取市､ 利府町､ 岩沼市､ 多賀城市であった。他方､ 他の市町では５％前後の人
口減少がみられていた（図表３）。
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図表３：宮城県の沿岸市町等の人口増減割合（平成17年－22年）

 （国勢調査を基に代表研究者作成）

　震災後の傾向としては､ 津波浸水被害を受けた多賀城市が増加から減少に､ 内陸にある仙台市
太白区が減少から増加にそれぞれ転じていること以外には概ね震災前と同様の傾向がみられる。
他方､ 震災前から人口減少傾向にあった沿岸自治体は概ね震災前以上の人口減少幅となったが､
特に気仙沼市（約11.7％）､ 山元町（約26.3％）､ 女川町（約29.0％）､ 南三陸町（約37.0％）など､
一部の沿岸自治体では､ 震災前の５％前後の減少と比べ大幅な人口減少がみられる（図表４）。

図表４：宮城県の沿岸市町等の人口増減割合（平成22年－27年）

 （国勢調査を基に代表研究者作成）
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2．2．各自治体の震災被害､ 災害公営住宅又は復興公営住宅の数

　次に各自治体の人口に加え､ 死者数､ 行政職員数､ 応急仮設住宅や災害公営住宅（復興公営住
宅）の数を概観しておきたい 1。これらを一覧したのが図表５である。

図表５：宮城県の沿岸市町等の人口､ 被害､ 応急仮設住宅､ 復興住宅戸数（2016年７月末時点）

 ＊災害公営住宅を「復興住宅」と記載。工事着手進捗率､ 工事完了戸数進捗率は平成28年６月30日時点

 （国勢調査､ 宮城県､ 警察庁､ 各基礎自治体の Website などを基に､ 代表研究者作成）

自治体

名

人口

(2010.10)
人口

(2015.10)
死者

数

全壊

戸数

半壊戸数 仮設

団地数

仮設住

宅戸数

復興住

宅計画

戸数

工事

着手

率*(%)

工事

完了

率*(%)

気仙沼市 73,489 64,917 1,094 8,483 2,571 93 3,504 2,133 97.4 37.8

南三陸町 17,429 12,375 600 3,143 178 58 2,195 738 100.0 46.1

女川町 10,051 6,334 591 2,924 349 30 1,289 866 63.7 33.9

石巻市 160,826 147,236 3,273 20,039 13,048 131 7,297 4,500 79.6 58.3

大崎市 135,147 133,430 0 596 2,434 0 0 170 100.0 100.0

東松島市 42,903 39,518 1,063 5,518 5,559 25 1,753 1,010 82.3 78.7

松島町 15,085 14,424 2 221 1,785 0 0 52 100.0 100.0

利府町 33,994 35,881 1 56 901 0 0 25 100.0 100.0

塩竈市 56,490 54,195 25 3,278 6,993 7 206 419 93.1 35.8

七ヶ浜町 20,416 18,651 75 674 650 7 421 212 100.0 100.0

多賀城市 63,060 62,128 188 1,746 3,730 6 373 532 100.0 90.6

仙台市 1,045,986 1,082,185 655 30,034 109,609 19 1,523 3,179 100.0 100.0

名取市 73,134 76,719 911 2,801 1,129 8 910 716 57.1 16.3

岩沼市 44,187 44,704 180 736 1,606 3 384 210 100.0 100.0

亘理町 34,845 33,598 264 2,389 1,150 5 1,126 477 100.0 100.0

山元町 16,704 12,314 680 2,217 1,085 11 1,030 490 85.3 82.0

合計 1,843,746 1,838,609 9,602 84,855 152,777 403 22,016 15,919 88.2 66.0

１  「災害公営住宅」や「復興公営住宅」という表現は、地区や文脈によって表現が異なる。本研究では実際に被
災者が入居するまでの期間の恒久公営住宅を「災害公営住宅」と述べ、被災者が入居した後は「復興公営住
宅」と記すこととする。
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 （宮城県､ 各基礎自治体の Website などを基に､ 代表研究者作成）

　被害状況は､人的被害
は､ 石巻市（3,273名）､
気仙沼市（1,094名）､東
松島市（1,063名）､名取
市（911名）､ 住戸被害
は全壊戸数で､ 仙台市

（30,034戸 ）､ 石 巻 市
（20,039戸）､ 気仙沼市
（8,483戸）､ 東松島市
（5,519戸）の順で多く
なっている。
　ただ､ 人的被害につ
いては､ 死者数で見た
場合に比べ､ 死者割合

（死者数／人口×100）
で見た場合は､女川町､

山元町､ 南三陸町等､ 町制を敷く自治体の割合が多くなっている。
　また応急仮設住宅の建築戸数は､ 石巻市（7,297戸）､ 気仙沼市（3,504戸）､ 南三陸町（2,195戸）
東松島市（1,753戸）､ 仙台市（1,523戸）の順で､ 復興公営住宅の建築戸数は､ 石巻市（4,500戸）､
仙台市（3,179戸）､ 気仙沼市（2,133戸）､ 東松島市（1,010戸）､ 女川町（866戸）の順で多くなっ
ている。

 （宮城県､ 各基礎自治体の Website などを基に､ 代表研究者作成）　

　国土交通省住宅局住
宅総合整備課他（2012）
によれば､ 災害救助法
による応急仮設住宅
は､「住家が全壊・全
焼・流失し､ 居住する
住家がない者であっ
て､ 自らの資力では住
家を得ることができな
いものを収容するも
の」と定められ､ 応急
仮設住宅には災害発生
後に緊急に建設して供
与する「応急建設住宅」
と、民間賃貸住宅を借
り上げて供与する「応

急借上げ住宅」があるとされる。後者は､ いわゆる「みなし仮設」と言われる。応急建設住宅は
提供までの時間がかかる一方､ 同じ場所に集団で入居しやすい。これに対し､ 応急借上げ住宅は
比較的短期間に提供が可能だが､ まとまった戸数の確保は困難とされる。本研究でも､ 応急借上
げ住宅は調査対象外とする。
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図表６：応急仮設住宅と応急借上げ住宅の特徴の比較

応急建設住宅 応急借り上げ住宅

提供までの
期間

・建設に要する期間が必要
　（着工から完成まで約３・４週間必要）

・既存の住宅を活用することから比較的短期
間に提供可能（空家がない場合は対応不能）

住宅の特徴

・被災地の近くで立地が可能
・同じ場所にまとまった戸数の確保が可能
・従前のコミュニティの維持が比較的容易
・入居者に効率的な生活支援・情報提供が可能

・被災地の近くで提供が困難
・戸数の確保は基本的に困難
・（仮設住宅と比較し）住宅居住性の水準は

高い（立地・間取りの選択が比較的容易）

課題
・建設コスト（概ね550～600万円程度）
・撤去､ 廃棄物処理が必要　＊東日本大震災実績

・退去時の原状回復（住宅所有者との調整）
・被災者が継続居住を希望した場合の調整

 （国土交通省住宅局住宅総合整備課他（2012））

　また､ 応急仮設住宅の復旧期の後の､ 復興期には､ 自宅再建か災害公営住宅への入居が見込ま
れる。避難所以降の被災者の住居の変遷については､ 図表７のように示される。

図表７：被災者の住居の変遷と応急仮設住宅の概要

 （国土交通省住宅局住宅総合整備課他（2012））

震災発生 復旧期 復興期

自宅再建

災害公営住宅等

その他

仮設住宅

応急借上げ住宅

（民間賃貸住宅）

公営住宅等
（国の宿舎等も含む）

避

難

所

等 応急建設住宅
（建設仮設）
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2．3．各自治体の職員数

　震災復興に携わる各自治体の職員数はどのように変遷していったのだろうか。宮城県庁市町村
課のウェブサイトに掲載されている複数のデータに基づき､ 震災前後の各種職員の数の変遷を､
図表８に示した。

図表８：宮城県の沿岸市町等の応急仮設住宅､ 復興住宅と必要人員､ 充足人員

 （宮城県市町村課の Website などを基に､ 代表研究者作成）

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

自治体名 応急仮

設住宅

戸数

復興住

宅計画

戸数

行政職

員数

充足

職員

数

必要

職員

数

充足

職員

数

必要

職員

数

充足

職員

数

必要

職員

数

充足

職員

数

必要

職員

数

充足

職員数

必要

職員数

気仙沼市 3,504 2,133 1,315 57 137 178 232 203 293 225 282 223 286

南三陸町 2,195 738 284 45 71 108 116 121 142 132 141 128 135

女川町 1,289 866 162 14 20 36 67 66 73 72 104 69 79

石巻市 7,297 4,500 1,612 91 204 239 285 280 398 321 431 379 443

東松島市 1,753 1,010 336 50 94 102 104 111 128 99 130 120 127

松島町 0 52 159 6 10 16 16 11 14 13 16 14 15

利府町 0 25 244 2 3 7 8 6 8 6 6 5 5

塩竈市 206 419 645 15 22 40 41 51 61 47 58 39 53

七ヶ浜町 421 212 157 5 23 24 25 26 29 25 27 22 25

多賀城市 373 532 441 32 36 40 44 41 53 40 54 31 48

仙台市 1,523 3,179 9,535 79 90 117 120 40 40 22 22 0 0

名取市 910 716 594 37 49 69 85 62 85 65 84 64 83

岩沼市 384 210 359 15 28 45 50 39 50 34 42 32 40

亘理町 1,126 477 275 21 43 21 43 50 50 46 46 46 46

山元町 1,030 490 175 59 104 100 115 111 125 112 138 119 124

合計 22,016 15,919 18,024 528 934 1,142 1,351 1,218 1,549 1,259 1,581 1,291 1,509

　震災復興では仮設住宅の建設や､ 復興公営住宅の建設等､ 震災からの復旧・復興に伴う業務が
必要となり､ それらの業務を補うに当たり､ 多くの基礎自治体の職員数が不足していた。各自治
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体では､ 総務省や復興庁､ 宮城県庁からの派遣や､ 各自治体が独自調整で派遣を要請､ また､
ＯＢ職員､ 任期付職員､ 民間などの採用により､ 必要人員を充足してきた（各自治体の必要人員
と充足人員は､ 図表８参照）。
　正規職員の数は､ 震災の前後を問わず､ 仙台市（図表９）､ 気仙沼市（図表10）では上下動し
ていたのに対し､ 石巻市（図表11）､ 山元町（図表12）では､ 震災前まで漸減傾向にあったが､
震災後は漸増に転じている。

図表９：仙台市の正規職員と充足職員 図表10：気仙沼市の正規職員と充足職員

9,552 9,446 9,644 9,535 9,534 9,596 9,519

0 0 0 90 120 40 22

仙台市

正規職員 充足職員

1,176
1,359 1,351 1,315 1,354 1,350 1,343

0 0 0 57
178 203 225

気仙沼市

正規職員 充足職員

図表11：石巻市の正規職員と充足職員 図表12：山元市の正規職員と充足職員

 （図表９－12：宮城県市町村課の Website などを基に､ 代表研究者作成）

1,849 1,799 1,717
1,612 1,628 1,640 1,692

0 0 0

石巻市

正規職員 充足職員

204 285
398 431

175 171 168 175 181 188 189

0 0 0

104
115 125

138

山元町

正規職員 充足職員

　これに対し､ 全正規職員数に､ 実際に充足された職員の占める割合は､ 各自治体によって異なる。
　例えば､ 仙台市では他の自治体よりも人口も職員数も多く､ また派遣された充足職員数も他の
自治体に比べて限定的な規模に留まり平成27年には減少に転じている。これに対し､ 気仙沼市､
石巻市､ 山元町では､ 充足職員の数が継続的に増加している。山元町のような元々職員数が少な
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かった小規模自治体では､ 震災後に派遣又は採用された充足職員の役割が非常に大きくなってい
るものと推測される。

2．4．各自治体の協働関連の条例等・部署の有無､ NPO・一般社団法人数

　次に各自治体の協働関連の条例・部署の有無や､ NPO・一般社団法人の数を示すと次の図表
13のようになる。

図表13：宮城県の自治体の協働関連の条例等・部署の有無､ NPO・一般社団法人数

 （宮城県､ 各基礎自治体､ 国税庁法人番号公表サイトを基に､ 代表研究者作成）

自治体名 市町 協働関連

の条例等

協働関

連部署

人口

(2010.10)

人口

(2015.10)

震災前の

ＮＰＯ数

(2011.3.)

震災後の

ＮＰＯ数

(2016.8) 

ＮＰＯ

増加率

一般社

団法人

(2016.8)

気仙沼 市
2006,2007

2011
73,489 64,917 13 27 107.7 40

南三陸 町 2012 17,429 12,375 1 8 700.0 18

大崎 市 2013 10,051 6,334 29 40 37.9 14

石巻 市 2005 160,826 147,236 37 62 67.6 68

女川 町 2014 135,147 133,430 2 6 200.0 8

東松島 市 2008 42,903 39,518 5 11 120.0 12

松島 町 15,085 14,424 4 7 75.0 4

利府 町 2012 33,994 35,881 6 8 33.3 6

塩竈 市 2003 56,490 54,195 10 15 50.0 9

七ヶ浜 町 20,416 18,651 1 3 200.0 9

多賀城 市 2006 63,060 62,128 7 8 14.3 14

仙台 市 1998 1,045,986 1,082,185 279 412 47.7 410

名取 市 2004 73,134 76,719 10 22 120.0 12

岩沼 市 2011 44,187 44,704 7 13 85.7 10

亘理 町 2008 34,845 33,598 2 7 250.0 6

山元 町 16,704 12,314 4 7 75.0 4

合計 1,843,746 1,838,609 472 662 34.5 644

○○

○○

○○

○○

○○

○○

○○

○○

○○
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　上述のとおり､ 仙台市には NPO などとの協働を行う協働関連部署がある他､ 政令指定都市と
して５つの区役所を有し､ 各区役所には「まちづくり推進課」という､ 町内会との関係調整を行
う部署が存在し､ 町内会組織と緊密な連携をとれる体制が整備されている。
　市制を施行する自治体では､ 概ね協働関連の条例等や市民協働を業務とした部署を有している
のに対し､ 町制を施行する自治体は､ NPO 等との協働関連の部署を設けているところはなく､
その殆どは､ 特定の部署内の係の中で､ 様々な業務の一環として事業を所轄している。これは､
人口規模が大きな都市部で NPO・市民団体と行政との接触の双方向性がみられ､ 情報源として
NPO・市民団体が重要性や影響力の大きいとする､ 山本（2010）の指摘と合致する。
　また市制､ 町制を施行する自治体では､ 地域の住民組織である町内会や行政区との関係は総務
部局が中心に担当するが､ NPO 等の担当部署と住民組織の担当部署が同一の場合と別の部署で
担当する場合と､ 自治体によって対応は異なる。なお震災前に比べると､ 震災後には NPO 法人
数が軒並み増加しているが､ その中でも震災前の NPO 法人数が少なかった自治体の伸びが顕著
にみられる。
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3．1．先行研究

3．1．1．コミュニティの概念
　実務家や研究者が共同で行ってきた生活復興プロジェクトでは､ 住民組織である町内会や自治
会を「被災（地）コミュニティ」としたり､ 自治会を住民が互助するコミュニティ形成の基盤と
位置付けている（ひょうご震災記念21世紀研究機構 2014､ 36-37：45）。また､ 出身者､ 交流者､
地元ファン､ ボランティアなどを「支援コミュニティ」と呼び､ 被災地コミュニティと支援コ
ミュニティを合わせて「拡大コミュニティ」と呼ぶ（ひょうご震災記念21世紀研究機構 2014：
36-37）。さらには災害公営住宅そのものとコミュニティとを関連付けて説明する調査報告書

（（特非）全国コミュニティライフサポートセンター､ 2013）も存在するなど､ 実務的には「復興
公営住宅で如何に住民組織を立ち上げ､ 住民組織での様々な地域活動を形成し､ 住民同士の互助
や､ 外部支援者との連携を図る体制を設けていくか」ということになろう。
　他方､ これまでの既往研究では､「コミュニティ」をどのように規定してきたのであろうか。
　田尾（2011）は一冊の書籍ができるほどだとし､ 吉原（2015）は「コミュニティという概念は
コミュニティを論じる者の数だけある」とし､「途方もない数のコミュニティ論が立ち上げられ
ては消えた」と説明するように､ コミュニティを定義しようとすることは非常に大きな作業を要
する。
　山崎（1999）によれば､ 学問上､ 地域社会の形成に焦点を当てて「コミュニティ」を提起した
のは､ R・M・マッキーヴァーの著書『コミュニティ』（1917）であるとされる。コミュニティ
94 種類の定義は､ 地域（area）､ 社会的相互作用､ 共通の絆を一致点とする見方がある（Hillery､
1955）。また､ 山崎（1999）は､ コミュニティの共通の構成要素として､ ①地域性（範域性）､
②共同性（相互作用）､ ③社会的資源､ 生活環境施設の体系､ ④共通の行動を生み出す意識体系､
としている。
　吉原（2015）は､「地域性」､「連帯性／共同性」の二本柱を「集団としてのコミュニティ」と
し､ この考え方が浸透していると述べている。事実､「地域性」に相当するものして､ 地理的範
域（金子､ 2011）､「連帯性／共同性」に相当するものとして､ 目標や価値（生活の保全と存続を
重視）（田尾､ 2011）や絆（金子､ 2011）の共有､ 信頼を介したコミュニケーション（田尾､
2011）が指摘されている。
　これらの先行研究を整理していくと､「コミュニティ」の概念はおおよそ図表14のようになる。

第３章　先行研究と研究上の問い､ 研究手法
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図表14：コミュニティについての概念整理

吉原（2015） 山崎（1999） その他

地域性 地域性 地域的範域（金子､ 2011）

社会的資源､ 生活環境施設の体系

連帯性／共同性 共同性（相互作用） 絆の共有（金子､ 2011）

共通行動を生み出す意識体系（態
度）

目標や価値の共有､ 信頼に基づくコ
ミュニケーション（田尾､ 2011）

 （代表研究者作成）

　本論で述べるところのコミュニティは､ 震災復興後に被災者が生活する､ 仮設住宅や恒久住宅
を念頭に､「近接して住む人が濃密な相互作用を交わして､ 互いが支えあう内部世界」（田尾､
2015）とする。
　またマッキーヴァー（1917）は､ コミュニティの構成要素として地域性と地域社会感情を挙げ､
地域社会感情として地域生活に参加している「われわれ感情」と､ コミュニティにおいて自身が
果たすべき「役割感情」､ コミュニティへの物的､ 心理的依存としての「依存感情」とに分類さ
れるとしている。コミュニティ形成においては､ 個々の住民が地域の参加意識と､ 役割について
認識をもつことが重要であると考えられる。

　ただ､「地域性」､「連帯性／共同性」については､ 一定の留意点が存在する。
　第一に､ 震災復興と「地域性」との関連である。仮設住宅や復興公営住宅の入居に際し､ 震災
前の「地域性」から切り離され､ 偶然に見知らぬ住民同士で「地域性」を共有するに至った新た
なコミュニティで､ いかにして「連帯性／共同性」を模索し､ 構築していくかというケースの問
題と､ 震災前のコミュニティを維持しながら高台移転や内陸移転を行ったコミュニティの人口減
少等の問題とでは､ 取り扱う問題の性質が異なるという点である。本論では､ 前者を「新設コ
ミュニティ」とし､ 後者を「伝統的コミュニティ」とする（図表21-22（pp29）参照）。
　なお広井（2010）は､ 2007年に行った「地域コミュニティ政策に関するアンケート調査」

（N=603､ 回収率 54.3％）に基づき､ 人口５万人以上の大都市部と人口５万人以下の小規模町村
の地域コミュニティづくりの課題を比較し､ 前者は「現役世代は会社への帰属意識が強いこと」
を挙げる一方､ 後者は「若者の流出と少子化､ 地域経済・雇用衰退」が大きくなっていることを
示した。
　「新設コミュニティ」に関しては､ 主として阪神・淡路大震災の経験をもとに､「連帯性／共同
性」を形成する試みとして､ 恒久住宅移行後には､ 入居前交流会 ⇒ 準備委員会 ⇒お茶会・健
康相談・各種講座・親子子育て・大工教室等といった､ 流れを説明している（ひょうご震災記念
21世紀研究機構　2014：45）。
　他方､ 人口減少等が課題となる「伝統的コミュニティ」の震災復興過程については､ 2004年10
月の中越地震で被災した中山間地の集落の復興や地域づくりが参考となる。同地では中間支援組
織「中越復興市民会議」と､ 同組織で考案された､ 住民の主体的意識を醸成する「寄り添い型サ
ポート」（足し算のサポート）と､ 住民の主体性が生まれた後に集落の将来ビジョンづくりと実
践に対する「事業導入型サポート」（掛け算のサポート）を導入することが説明されている（稲
垣､ 2014）。
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　第二に､「地域性」に係る環境変化の問題である。「地域性」を人間の「ライフサイクル」全体
で見た場合､ 戦後一貫して､ 地域への“土着性”が強い「子どもの時期」と「高齢期」の人口が
減少し続け､ 職域への帰属意識が大きい現役世代が増加してきたが､ 今後は「地域」とのかかわ
りが強い人が一貫して増勢に転じるとされる（広井､ 2010）。このように高齢化した「地域性」
をもつコミュニティで､ 世代を超えて､ どのように「連帯性／共同性」を見出すかは､ もう一つ
の課題である。
　第三に「連帯性／共同性」に関しては､ その前提となる共通目標に「暗黙の強制」がかかり､
存続を過剰に重視すると保守的な言説と重なること､ 異質性を厭い､ 同じ価値観を共有する人た
ちが独自に世界を作ろうとすること（田尾､ 2011）（齋藤､ 2013）が指摘されている。
　我が国のコミュニティを公式に議論する上で欠かせない､ 町内会や自治会は地方自治体と良好
な関係である一方､ 行政の意向を伝達する場であることから「第二市役所」と揶揄されたり（田
尾､ 2015）､ 行政等が自治会長を推薦したかたちで形成された自治会を「国策自治会」と批判す
る見方もある（吉原、2015）。しかし本研究では､ 山崎（1999）が指摘する町内会や自治会と自
治体との対立関係をも踏まえ､ 地域共同管理のための基礎組織として捉えていく。
　他方最近では個人の帰属の複層化が進み、「地域性」を外して土地から切り離された「連帯性」
や「共同性」を強調するコミュニティ論が台頭しているとの指摘がある（吉原､ 2015）。従来の
地縁コミュニティが崩れた場合､ 互助集団が生まれるとの指摘もある（田尾､ 2011）。
　それでは､ コミュニティ形成の意義にはどのようなものがあろうか。総務省資料「自治会・町
内会等とは」によれば､ 自治会・町内会活動は､ 地域行事､ 文化行事､ 慶弔､ 社会福祉活動､ 行
政機関への要望､ 防災・防火とされる。田尾（2011）は､ 社会学的な見地から住民組織としての
町内会や自治会の機能に関する既往研究をとりまとめ､ 概ね①補完機能（行政サービスの補完。
回覧板の回覧､ 公園の掃除等）､ ②参加機能（意見集約と議員や行政への伝達）､ ③変革機能（政
策提言等）があるとする。
　また山崎（1999）は､ コミュニティが地域住民が生活者の視点で生活の場を見直し､ 共通の関
心のもとに共同の力で地域問題を解決する場であるとし､ その役割として､ 空間利用の決定､
ルールや規範づくり､ 住民生活の豊かさ（精神的・文化的生活）や地域問題（ゴミ問題､ 地域福
祉の充実､ 葛藤や紛争）解決機能の向上であるとしている。
　以上をまとめると､ 自治会や町内会が果たしうる機能は､ ①ルールや規範づくり､ ②地域問題

（ゴミ問題等）の紛争解決､ ③住民生活の豊かさ（精神的・文化的生活の向上､ 福祉の充実）､
④対外関係､ 特に行政との関係（意見集約､ 要望伝達）にあると言えよう。なお､ 吉原（2011）を
はじめとする多くの既往研究が指摘する町内会の問題は､ 予算不足､ 集会施設の未整備や不足､
役員のなり手不足､ 会員の少子高齢化､ 行事への不参加が挙げられ､ 地域リーダーの多様化と分
権化傾向が進んでいるとされる。

3．1．2．信頼の概念
　震災以降の不確実な状況の中で､ 行政､ 住民組織､ 支援団体が協働する前提となる信頼はどの
ように構築されるのだろうか。まずは先行研究が「信頼」をどのように捉えているのかを簡単に
押さえておきたい。山岸俊男は､ 社会的不確実性が大きな状態において､ 信頼がもっとも必要と
されるとし､ また､ 他人に騙されてひどい目にあう可能性がまったくない状況では､ 信頼は必要
とされないと説明する（山岸､ 1998：61）。
　山岸は､ 信頼（trust）を､ 能力に対する期待としての信頼と､ 意図に対する期待とに区別し､
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前者を「相手がやるといったことを実行する能力への信頼」とする。それに対し､ 後者を「相手
が自分の利益よりも他者の利益を尊重し､ 義務を果たすことに対する期待」であり「やるといっ
たことをやる気があるかの区別」とする（山岸､ 1998：35）。若林（2007）は､ 社会ネットワー
クの規模や密度との関係を分析し､ 比較的規模が小さなネットワークでは凝縮性が高まれば､ 同
質化に向けた圧力が高まり､ 意図に対する信頼性が高まりやすい一方で､ 比較的規模が大きな
ネットワークの場合､ 同質化に向けた圧力は低下するが､ 行為者の能力への評判に関する情報交
換の頻度が高まる等､ 能力的信頼が高まりやすいと説明する。
　さらに山岸は､ 相手の意図に対する信頼を「信頼」と「安心」に区別する。いずれも､ 相手が自
分を搾取する意図をもっていないという期待の中で､ 前者は社会的不確実性が存在する場合に､
相手の人格や自分に対してもつ感情についての評価に基づく一方（山岸、1998：39）､ 後者は社
会的不確実性が存在しない場合に､ 相手の自己利益（約束を破った場合の不利益も含む）の評価
によるともされる（山岸、1998：50）。
　さらに､ 山岸は「安心」と区別される「信頼」を､ さらに「人間関係的な信頼」と「人格的な
信頼」との下位概念に分類する。「人間関係的信頼」とは、相手が自分に対して好意的な態度や
感情をもっていることが分かっているからだという場合とされる。「人格的な信頼」とは､ 相手
の一般的な人格特性の一部としての信頼性についての判断に基づくとされる（山岸、1998：44-47）。
これらの関係性を示したものを図表15として図示する。

図表15：信頼についての概念整理

 （山岸､ 1998を基に､ 代表研究者が一部改変）

自然の秩序に
対する期待

道徳的秩序に
対する期待

意図に対する
期待

安心

信頼

能力に対する
期待

人間関係的
信頼

カテゴリー的
信頼

人格的信頼

個別的信頼

一般的信頼

　社会的不確実性への対処方法としては､ ①相手を信頼すること､ ②主観的に不確実性を低下さ
せるために､ 利己的な行動が本人にとって不利益をもたらす「仕組み」を組み込む方法とがある
とされる（山岸､ 1998：64）。そして､ 山岸は､ 人類が最も頻繁に用いてきた社会的不確実性へ
の対処方法として､ 見ず知らずの相手から搾取される可能性がある場合には､「これまでの長い
付き合いのある､ そしてこれからも長く付き合っていく可能性の強い相手との関係を重視する」
と説明する（山岸､ 1998：64）。山岸は信頼と区別して､ 他の相手からの有利な誘いを拒否して､
同じ相手との関係を継続する選択を互いにしあっている場合の関係を「コミット関係」と呼ぶ

（山岸､ 1998：65）。このコミットメント関係は､ 機会コスト（別の行動から得られる利益が実際
の行動から得られるよりも大きな場合､ もっと多く得られたはずの利益分）を生み出してしまう
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ともいえる。
　それでは､ 信頼はどのように構築されるのだろうか。信頼は､ ①信頼関係に反する行為をした
場合に受ける制裁や抑止、②よく知ることに基づく信頼（相手の行動の予測可能性）､ ③同一化
による信頼（他の人びととのやりとりにおいて代理を務めること）などが挙げられる（Stephen，
2005）。また､ 信頼はプロセスや時間的な変化から生まれるとの見方（稲生､ 2010）もある。稲
生は､ Snavely ＆ Tracy（2003）の議論を紹介しつつ､ 信頼は､ リーダーシップや政治的､ 財政
的な資源といった内部環境と､ 地域の空間的特性､ 政府の施策と権限､ コミュニティ文化等､ 個
人の行動に影響を与える外部環境によっても作られると説明する。

3．1．3．組織間の信頼関係
　組織間の協働をスムーズにさせるためには､ 信頼（trust）と名声（reputation）が必要とされ
る（Gazley, 2008）。組織間の信頼は､ 他組織の期待に合う行動をとるように自組織の動きを制
約し､ 行動の予測可能性を高め､ 協働の形成と持続をもたらすとされる（山倉､ 1995）。では､
組織間の信頼はどのように生まれるのだろうか。
　山倉は､ 互いによく知っていること､ 具体的には言語､ 教育的背景､ 地域的背景､ 経験などの
共通性による社会的な結束､ または､ 接触頻度の高さによって､ 組織間の信頼がもたらされると
する（山倉､ 1995）。また山倉は､ 各組織が特定の出来事について異なる解釈を行う「情報の多
義性」を説明し､ 組織間でのコミュニケーションの送り手がいかにその意図・意味を伝えられる
かが重要であり､ 情報が多義的であればあるほど､ 文書よりも対面関係が重要であるとされる

（山倉､ 1993）。
　Stephen（2005）は､ 組織間で生じるコンフリクト（対立､ 不一致､ ある種の相互作用と定義）
の潜在的な前提条件として、組織間での言葉の意味の食い違い（訓練経験の違い､ 選択的認知､
相手に関する情報不足）を指摘する。そして言葉の意味の食い違いが生じるのは､ 情報交換の不
足､ コミュニケーション伝達経路のノイズ（知覚に関する問題､ 情報過多､ 意味の難解さ､ 文化
の相違）にあるとする。
　また､ 組織内のグループ間に生じるコンフリクトに関しては､ 目標の不一致（特にある組織の
目標が他の組織の目標を阻害する場合）､ 分化（異なる組織の価値観や行動基準､ 文化的相違）､
職務の相互依存性（自組織の業務が他組織の業務進行に左右されること）があるとされる（Daft､
2001）が､ これらは組織間関係にも共通する特性だと考えられる。
　Stephen によれば､ 組織間コミュニケーションは､ 公式のシステムだけではなく､ 非公式のシ
ステムとしての「口コミ」が存在する。口コミは､ ①マネジメントに管理されず､ ②公式声明よ
りも信憑性が高いと認識され､ ③集団のメンバーの自己利益のために活用される､ という特徴を
持つ。そして､ 不安を生じさせるような条件下で､ 自分たちにとって重要でありながらも､ あい
まいさがある状況への反応ともされ､ うわさはその根底にある不確かさを生じさせる不安が緩和
されるか､ 欲求や期待が満たされるまで根強く持続するとされる。他方､ コミュニケーションは
多すぎても少なすぎてもコンフリクトの潜在的可能性を増すともされる（Stephen､ 2005）。
　若林（2009）は､ 企業間の信頼として､ 制度的な信頼関係（契約順守という最も低いレベルの
信頼）､ 能力的な信頼関係（会社の能力に対する信頼感）､ 意図的な信頼関係（将来的な共同発展
の意思に関するもの）に分類する。
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　それでは､ 今回の研究対象である､ 行政と住民組織（地縁組織） 2､ 支援団体の中核でもある
NPO 等とはどのような関係を有しているのだろうか。行政､ 住民組織､ NPO 等の組織間の信頼
関係に関する先行研究を概観する。

⑴　行政と地縁組織との信頼関係
　行政と住民との協働は､「共通の目的を実現するため､ それぞれの役割と責任の下で､ 相互の
立場を尊重し､ 対等な関係にたって協力をすること」と定義される（大森､ 2009）。コミュニティ
づくりの事業に住民の思いや意欲を計画策定にどれだけ盛り込めるかが､ その成否を大きく左右
するため､ 住民と行政の意見交換の場を保証し､ フィードバック・システムの確立が必要とされ
る（山崎､ 1999）。
　行政の手法としては､ 誘導・助成・規則・提供の四種類があるとされる。それぞれ相手との関
係で､ 誘導は言葉の力を､ 助成は市民が望ましい行為をしてくれるように資金補助の力を､ 規制
は目標達成のために望ましくない行為を禁止する強制力を､ 提供はサービスを用い､ そのために

「資金」（財源）と「人材」（職員）を用いるとする（岡本､ 2003）。
　コミュニティ活動の活性化を図るために､ 国は市区町村が実施する支援策に要する経費を交付
税で配慮したり､ 指導・助言・情報提供を行ってきた（山崎､ 1999）とされる。町内会は地域の
まとめ役として､ 体育振興会､ 防犯協会､ 消防団､ 老人クラブ､ 子ども会育成会､ 社会福祉協議
会等と､ コト､ ヒト､ 情報､ カネのネットワークを形成するとともに､ 行政の窓口として組み込
まれているとされる（吉原､ 2011）。行政と町内会・自治会との関係は､ 行政による町内会利用
や､ 町内会・自治会長の負担増（行政からの受託業務処理や連絡調整等）で､ 批判的な見方が出
されているとされる（山崎､ 1999）。また行政からのモノや制度､ 資金の活用は､ 人の意識や社
会の意識を変化させることが難しい､ ともされる（岡本､ 2003）。しかし､ 町内会は単に行政に
よるタテのシステムに組み入れられている訳ではなく､ 地域の多様な利害を根茎状に節合する機
能が埋め込まれているとされる（吉原､ 2011）。
　それでは､ 行政と住民との間の信頼を左右する背景にはどのようなものがあろうか。
　第一に､ 住民との情報共有のあり方である。富野（2007）は､ 行政内部の意思決定の方向性な
どが住民に知らされず､ 行政又は議会にとって都合のよい情報しか提供されない場合､ 住民は

「お任せ型住民」になってしまうとする。もっとも地域社会には小さな利害が複雑に絡んでいる
ことから､ 自治体職員としては､ 自治会などの会合では迂闊に返答できなかったり､ 積極的に出
席すべきでない場合もある（田尾､ 2015）ともされる。
　第二に､ 行政の組織構造・組織運営に起因するものである。その中には､ 行政は個別任務に特
化した組織であるため､「縦割り」と批判され､ 政策間の優先順位がつきにくい点（岡本､ 2003）､
熱意ある行政職員の人事異動（今里､ 2008）､ 上司の許可を得なければならない縦の世界で生き
てきた行政職員が､ 民間と水平的に協働することの難しさ（大森､ 2009）､ 公共施設等の指定管
理に移した自治体では､ 住民と職員とが顔を合わせる機会が減ったこと（小池､ 2011）が挙げら
れる。
　さらには日本の社会構造の変化に､ 行政､ 住民ともに意識がついていかず､ 行政の活動が地域

２  本論文の「住民組織」とは、住民が構成員となる、町内会、自治会、行政区等の組織と、準備会、世話人会等
の準備組織を指す。

  先行研究で指摘される「地縁組織」と区別する。また、文脈上、「地縁組織」の説明が必要な場合は別途説明
する。
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社会の在り方から乖離していること（富野､ 2007）も指摘される。
　第三に、行政の PDCA サイクルへの住民の関与の度合い（富野､ 2007）も指摘される。行政の
サービス内容の決定に､ どの程度､ 市民が参加しているかという点（岡本､ 2003）も重要となる

（下記「⑵ 住民参加」参照）。
　上記の三つのカテゴリーは､ いずれも何らかの形で､ 行政による住民とのコミュニケーション
にかかわってくる問題でもある。これらの課題を克服していくためには､ 大森が指摘するように､
行政職員は､ 役所の権威に頼ったり､ えらぶったり､ 居丈高な対応をとるのではなく､ 相手への
尊敬と評価に基づき､ 事業にかける熱意や発想の豊かさ､ そして表現力が必要とされる（大森､
2009）。

⑵　住民参加
　では､ 震災復興におけるコミュニティ形成に､ 住民がどのように納得して参加していけるのだ
ろうか。特にパブリック・コメントや､ ワークショップがガス抜きに利用されたり､ 住民参加そ
のものが形骸化する可能性も指摘される（今川､ 2007）。
　住民参加の度合いに関し､ 先行研究では､ アーンスタインが８段階梯子モデル（Arnstein, 1969）
を提示している。同モデルは､ 市民が実際に意思決定に参加し権力を得ていく段階を､ 最下層の
世論操作（manipulation）から梯子が一段ずつ上がっていく形で､ 不満回避策（therapy）､ 情報
提供（informing）､ 相談（consultation）､ 懐柔策（placation）､ パートナーシップ（partnership）､
権限委任（delegated power）､ 最上層にある市民による管理（citizen control）に至るまで､ ８
段階梯子モデルとして提示している。

図表16：８段階梯子モデルと田尾の修正と原科の５段階モデルの比較

アーンスタインの８段階梯子
（Arnstein, 1969）

田尾による修正
（田尾､ 2011）

参加の５段階モデル
（原科､ 2001, 2005, 2011）

８．市民による管理
　　Citizen control

７．権限委任
　　Delegated power

７．権限委任
　　Delegated power

６．パートナーシップ
　　partnership

６．パートナーシップ
　　partnership

⑤パートナーシップ
　partnership

④意味ある応答
　meaningful reply

５．懐柔策　placation ５．懐柔策　placation ③形式だけの応答　reply only

４．相談　consultation ４．相談　consultation ②意見聴取　hearing

３．情報提供　informing ３．情報提供　informing ①情報提供　informing

２．不満回避策　therapy

１．世論操作　manipulation

 （代表研究者作成）

　しかし､ 我が国の現状を考えると､ 最下層の二つである「世論操作」や「不満回避策」､ 最上
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層の「市民による管理」を除外し､ ５段階（情報提供､ 相談､ 懐柔策､ パートナーシップ､ 権限
委任）の範囲で検討することが現実的とも考えられる（田尾､ 2011）。
　原科は､ アーンスタインが提唱した頃から30年以上の時間の経過や､ 都市計画のマスタープラ
ンづくりという広域的課題の現状に基づき､ 既往研究､ 参加研究分野における議論や自身の経験
も踏まえ､ ①情報提供（informing）､ ②意見聴取（hearing）､ ③形だけの応答（reply only）､
④意味ある応答（meaningful reply）､ ⑤パートナーシップ（partnership）の参加の５段階モデ
ルを発表している（原科､ 2001；原科､ 2005；原科､ 2011）。原科は､ アーンスタインのモデル
のうち､ 形式的な参加である懐柔（placation）と､ パートナーシップとの間の乖離を感じ､ その
間に､ 透明な形での議論として､「意味ある応答」を含め､ 形だけの応答と分類している点に特
徴がある（図表16及び図表17：参加の５段階モデル参照）。「意味ある応答」とは､ 公衆の意見に
正面から応え､ 公衆の疑問に納得できるよう十分な説明を行うことをいう（原科､ 2011）。今川
（2007）も､ 住民と行政の間のコミュニケーションが､ 情報公開を通し､ 形式的なものから実質
的なものへと変化しており､ また､ その中でも住民の主体性を前提とした､ 住民参加が重要であ
ると指摘する。また､ 行政と公衆の協働である「パートナーシップ」は､ 住民にも責任が生じる
ため､ 地域が限定された地区計画の場合にはありうるとされる（原科､ 2011）。

図表17：参加の５段階モデル

 （原科､ 2005を代表研究者が修正）

①情報提供
informing

②意見聴取
hearing

③形だけの
応答

reply only

⑤パートナ
ーシップ

partnership

④意味ある
応答

meaningful
reply

　代表研究者の参与観察や､ 今回のインタビュー調査（後述）の中で､ 行政の回答の方法によっ
ては､ 住民との意思疎通が大きく異なることが明らかになったことから､ 本研究では､ 原科の参
加の５段階モデル（原科､ 2001；原科､ 2005；原科、2011）にしたがって､ どのような住民参加
の形態が取られたのかを考察していきたい。
　また､ 広範な住民参加をいかに確保していくかについては､ 公募の住民が主体となる市民会議
では原則全員を受け入れ一定の成果を上げられるが､ 無償で一定期間の参加を必要とするので､
どうしても金銭的､ 時間的余裕がある住民の参加に限られるとする（武岡､ 2012）。さらには旧
来の地域エリートの差配によって運営が一部の利害に偏り､ 新規参加者が減るとの指摘もある

（田尾､ 2011）。震災復興の文脈では､ 復興の速度を重視し行政が役員の人選を行い､ 協議会を立
ち上げたケースと､ 自発的に協議会を立ち上げた地域でも､ ボランティアに事務局を委託したも
のの作業停滞に苦慮した地域もあるとされる（上原、野崎、2013）。自治体の首長や職員が「住
民の意見がまとまらないので行政主導」とするが､ 復興の場合は生活や人生を決める側面も存在
する（上原､ 野崎､ 2013）。しかし､ 住民間の利害関係が複雑な場合は､ 住民自らが責任をもっ
て行政に主体的に関わり､ その調整過程に乗り出せることが､ 住民参加を考える上で重要ともさ
れる（佐藤､ 1990；今川､ 2007）。また､ 住民参加を有効に機能させるためには住民の学習も必
要とされる（今川､ 2007）。このような中､ 本研究では､ 震災復興のコミュニティ形成過程で､
どのような形で､ 住民参加が確保されたのかも見ていきたい。
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⑶　行政と NPO との協働
　行政と NPO との協働を説明する理論として､ 第一に各種の失敗論（市場の失敗､ 政府の失敗､
ボランタリーの失敗）がある。必要とされるサービスや財が市場で提供されない場合に､ 政府が
公共財として提供し､ 市場の失敗を政府が補完する（Weisbrod, 2009）。その一方で､ 民主主義
的な社会では公共財が多数派に提供されたとしても､ 多数派を説得できない場合の財やサービス
の提供は､ 民間セクターや非営利セクターが補完する（政府の失敗を民間､ 非営利セクターが補
完）。しかし､ 非営利セクターの課題とされる、①不十分性（社会が最善と考えるよりも提供で
きる資源は小さく､ 経済状況に左右されること）､ ②特殊主義（特定の層に支援や関心が集まる
こと）､ ③温情主義（財やサービスの提供はその資金提供者の意図が反映され､ また､ サービス
や財を提供する者と受け取る者の間に依存関係が生まれること）､ ④アマチュア主義（支援内容
がプロフェッショナルではないこと）を政府が補完することで､ 行政と NPO との協働が成り立つ
とする。震災以降､ 住民サービスの提供ができない部分を NPO などが行政からの委託事業等を
受けて､ 住民サービスを補完するといった点で説明される（Salamon, 1987）。
　第二は資源依存論（Pfeff er & Salancik, 1978）である。資源依存論は､ 自組織が有しない資源を
所有する他組織との関係を維持する一方､ 資源を持たない組織が資源をもつ組織への依存と従属
も強くなることを説明する。この理論は､ 行政からの助成金や補助金､ 委託事業等との関係で､
住民組織や NPO 等との関係性が上下関係になりやすいことと関連するが､ 同時に､「資源」には
ヒト､ モノ､ カネ以外にも､ 情報や正統性をも含む､ 広い概念があるとされ（山倉､ 1995）､ コ
ミュニティ形成に必要な様々な情報や､「住民の意見を尊重する」といった正統性の要素も存在
する。同時に､ 組織のマネージャーは資源に関する脆弱性を軽減し､ 自分たちの自治と独立を最
大限に得たいとも考えているとされる（Daft, 2005）。
　第三はネットワークガバナンスの理論（Eggers,& Goldsmith, 2003；若林､ 2009）である。ネッ
トワークガバナンスの理論は､ 政府が環境変化に対応するために専門家や NPO や民間企業など
が協力して柔軟にサービスを供給する仕組みをつくるという理論である。Eggers, & Goldsmith

（2003）は､ 地域コミュニティの再生と災害への対応には､ 国・地方の政府と民間企業､ NPO な
どによるネットワークを作動させ､ 育み､ 管理していくことが必要であると述べている。辻中は
その編著（辻中・伊藤､ 2010）において､ 自治会､ NPO・市民団体､ 経済・農業・福祉・環境等
の諸団体等､「市民社会組織」の機能を､ 社会関係資本（Social capital）の醸成､ 公共サービス
の供給､ アドボカシー（政策提言）を挙げ､ 地域社会における後二者（公共サービスの供給とア
ドボカシー）の機能の解明を行った。

　行政職員は､ NPO や市民団体が先駆的で､ 受益者のニーズに対し柔軟に対応ができ､ 専門性
を有する点や､ 多元的な価値の実現や効率的なサービス提供を肯定的に見ている（伊藤､ 2010：
215）。他方で行政職員は、NPO や市民団体のことを､ 対象に偏りがあり公平ではないこと､ 基盤
が脆弱であること､ 腐敗や汚職が少ないわけではないと否定的にもみている（伊藤､ 2010：215）
側面もある。
　それでは行政は､ その政策資源や NPO 等との関係で､ どのような関係性を築ける可能性があ
るのだろうか。行政が提供する､ 各種の制度や資金提供等が､ コミュニティ形成にどのように作
用するのかは十分に検討する必要がある。
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⑷　地縁組織と NPO との協働
　NPOも町内会等の地縁組織は､ 一般的には対向関係としてとらえ（山内､ 2010；吉原､ 2000）､
特に NPO が旧来の地域社会に代替するような組織化の活動を進める場合には､ 新旧の軋轢が生
じやすい（田尾､ 2015）､ ともされる。NPO の目からすると､ 町内会は行政の顔色を窺うばかり
で､ 目的が分からず､ 抑圧機関のように見える場合がある（中田､ 2007）。また､ 町内会は地域
問題への対処を独占事項と捉え､ 自らの活動の負担だけを意識し､ 非加入者を「フリーライ
ダー」と捉えるともされ､ NPO が過去に地域への関与がなかったにも拘らず､ 特定の問題を取
り上げ､ 町内会の協力を当然視する姿勢に拒絶感を抱くともされる（中田､ 2007）。
　他方で､ NPO は町内会と行政との結びつきをことさら否定的に捉え､ NPO が自らの自立性や
先進性を過大に評価して､ 他の組織の取組を低く見て､ 町内会がもつ多様な地域資源を動員し、
また他の問題ともつなげることができず、結果的に総合的な対処ができないとの課題があるとも
される（中田､ 2009：104-105）。さらには NPO 等の活動範囲が一般に町内会より広域で､ 相互の
関係を見えにくくしており､ その結果､ 究極的には相互理解が進んでいない（中田､ 2007；中田､
2009）とされる。栗本､ 橋本（2012）も NPO と町内会や自治体との連携は十分になされていな
いとする。
　2004年の新潟県中越地震では､ 地域住民組織とNPOとの連携がうまくいかず､ その背景とし
てソーシャル・キャピタルの時間的蓄積がなく､ 被災時に初めて NPO が関わるのでは遅いとする
指摘もある（伊藤､ 2011）。特に地方都市においては､ ある程度の身元関係の保証があって､ 様々
な活動に携わることが可能となるため､ NPO の役割は限定的にならざるを得ないとする見方が
ある（松本､ 2011）。
　その一方で､ 地縁組織もNPOも本来は共同性と公共性をもつ組織であるので､ 協力できる可
能性はある（吉原､ 2000）とされる。また､ 面として包括的に地域問題に対処する地縁型組織と､
個々の問題に専門的に対処する NPO 等と連携して､ 地域問題の解決に対処する形も出てきてい
るともされる（中田､ 2007）。また､ 山内は､「伝統的な地縁組織を NPO として再生させる試み
や､ コミュニティのニーズにこたえ､ NPO 法人を立ち上げる例も増えてきている」とも指摘し
ている（山内､ 2010）。例えば､ 災害対策高齢者向け配食サービス､ ホームページづくりや情報
化で専門性をもつ非営利組織に対し､ 指導・支援を要請する町内会（中田､ 2007）や､ 高齢者対
策などの事業委託を行う自治会や町内会もある（今川､ 2007）とされる。また､ 震災復興の文脈
では､ 支援活動を行ってきたボランティア団体が区画整理事業等の復興事業の情報を住民に代
わって取得する一方で､ 慰霊祭や盆踊り等の住民組織の地域イベントを行うことで､ 良好な関係
構築を図ってきた､「阪神・淡路大震災まち支援グループ　まち・コミュニケーション」の事例

（宮定､ 2007）がある。
　本研究では､ 震災復興のコミュニティ形成に関し､ どのような要因が､ 住民組織と支援団体の
間の協働の進展に正負の影響を与えているのか､ また､ 信頼関係を左右するものであったのかを
分析していく。

3．1．4．ソーシャル・キャピタル
　上記のコミュニティの概念と､ 震災復興後のコミュニティ形成に関与する住民組織と支援団
体､ 行政との関係を総括的に分析できる概念として､ ソーシャル・キャピタル（社会関係資本｡
Social Capital：以下 SC と略す）がある。SC とは､ Putnam（2000）の議論に従い､ 同概念を「協
調的な諸活動を活発にすることによって社会の効率性を改善できる､ 信頼､ 規範､ ネットワーク
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といった社会組織の特徴」と定義される｡ より分かりやすく述べれば､ 人々が他者に抱く信頼､
「持ちつもたれつ」「お互いさま」という互酬性の規範､ 人や組織の間の絆やネットワークである
（稲葉､ 2011）。
　SC の調査対象地域の範囲は､ 国家から州､ 地域に至るまで多様であり､ SC と災害との関連に
関する先行研究は､ 県や市を対象とするもの（Nishide，2009）もあるが､ Dynes（2005）は､ 地
域コミュニティこそが各種災害の対応の場であり､ 災害対応に必要な SC を有すると指摘し､
Aldrich（2012）も阪神・淡路大震災の近隣地の SC を調査対象とし､ 行政でも復興庁復興委員会

（2013）もコミュニティに着目した現状認識と施策の方向性を示している｡ これらを踏まえ､ 本
研究でも地域コミュニティと SC との関係を研究対象とする｡
　SC がしっかりしているコミュニティは､ 対話と実践のプロセスにより､ 当事者意識や主体性
を生み､ 経験や知識の共有のプロセスが効果的に働くともされる（野呂､ 2011）。また､ SC は､
自分が住むコミュニティをより良くするためにリーダーシップをとる人が増えることで豊かにな
り､ 高齢者や障がい者を地域でケアする体制ができるなど､ 地域の課題解決能力や行政依存が減
ることも期待される（山内､ 2010）。
　さらに､ Putnam（2000）､ Szreter & Woolcock（2003）に基づき､ SC は「結束型 SC（Bonding 
SC）」､「橋渡し型 SC（Bridging SC）」､「連結型 SC（Linking SC）」に分類される｡
　「結束型 SC（Bonding SC）」は､ 内部の人々の信頼や協力､ 結束力を生むような同質的なネッ
トワークに基づく SC をいう。本研究では､ 仮設住宅､ まちづくり協議会､ 恒久住宅等での住民
組織がもつ内部の紐帯・結束を指す｡
　「橋渡し型 SC（Bridging SC）」は､ 様々な社会の橋渡しをする緩やかで､ 開放的で異質なネッ
トワークに基づく SC をいう。本研究では､ 仮設住宅､ まちづくり協議会､ 恒久住宅等での住民
組織と外部の支援団体との水平的な関係を指す｡
　「連結型 SC（Linking SC）」は､「橋渡し型 SC」に分類されるかもしれないが､ 公式かつ制度
化された権力をもつ人々との信頼関係のネットワークや規範である SC（Szreter & Woolcock､
2003）をいう。本研究では､ 主として仮設住宅､ まちづくり協議会､ 恒久住宅等での住民組織と
行政の各部局との支援関係を指す｡

3．2．研究上の問い

　本研究では､ 東日本大震災後のコミュニティ形成において､ 住民組織が行政と支援団体との関
係を通し､ 如何に震災復興のコミュニティ形成を行っていったのかを明らかにする。
　その研究上の問いを､ さらに細かく分割すると､ 次のとおりとなる。
　　小ＲＱ①： 住民組織、行政、支援団体は、震災復興におけるコミュニティ形成過程で､ どの

ような課題に取り組んだのか。（第４章）
　　小ＲＱ②： コミュニティ形成過程で､ 住民組織､ 行政､ 支援団体の信頼関係やネットワーク

はどのように構築されたのか。（第５章）
　　小ＲＱ③： 上記の課題への取り組みや他組織との関係は､ 震災復興のコミュニティ形成に､

どのような影響を与えたのか。（第６章）
　上記の研究上の分析枠組みを図式化すると､ 次の図表18のとおりとなる。
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図表18：分析の枠組み：三者間協働とソーシャル・キャピタル

 （代表研究者作成）　　　　　

3．3．研究手法

　本研究は､ 震災復興のコミュニティの形成過程において､ 住民組織が行政や支援団体等とどの
ように協働してきたのかを明らかにするものである。第２章で先行研究を概観したように､ コ
ミュニティ形成に係る組織間協働の成否に関する要因が複雑であることから､ 本研究では論理探
索的に定性的なインタビュー調査を行っていく。
　
3．3．1．調査地区の選定
　都道府県の中で､ 東日本大震災で最大の人的被害を受けた宮城県を広域的な調査対象として選
定し､ 実際のコミュニティ形成の現場に関与する､ 宮城県の沿岸地域の基礎自治体（市町。以下
同）と内陸の災害公営住宅で被災者の入居を受け入れた自治体を中心に調査を行った。このうち､
①被害が軽微であった自治体､ ②復興事業に忙殺され､ 本研究の対応が難しかった自治体､ ③代
表研究者がすでに同様の調査を行った自治体（中尾､ 2014）を除外した､ 12自治体（気仙沼市､
南三陸町､ 大崎市､ 石巻市､ 女川町､ 東松島市､ 塩竈市､ 多賀城市､ 仙台市､ 名取市､ 亘理町､
山元町）で調査を実施した。
　また､ 政令指定都市として突出した人口と複数の区役所を擁する仙台市では３つの区役所を主
たる調査対象としたため、２地区の追加があった。県内第２位の人口と面積を有し､ 被災した総
合支所を有する石巻市についても､ 本庁と区役所や総合支所が置かれた立場や､ 沿岸部の集落と
中心市街地との世帯数も大きく異なることから､ 同市の調査対象とするべく４地区を追加した。
その結果、仙台市２地区分、石巻市４地区分の合計６地区分を付加して、全体で合計18地区を基
本的な調査対象地区とした。
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3．3．2．調査対象の選定
　本研究は､ コミュニティ形成における､ 住民組織と行政と NPO や大学等の支援団体の協働を
調査・分析するものであることから､ 上記の各地区について､ 行政､ NPO 等､ 住民組織の関係
者の各１名（合計３名）からインタビューを行うことを基本とした。
　実際のインタビュー対象の選定は､ 基本的には各自治体で行われてきた､ 復興まちづくりのた
めの協議会の有無をインターネットで確かめ､ または､ 代表研究者がかつて県庁職員として参与
観察を行ってきた協議会の事務局（自治体､ 支援団体､ 住民組織）に電話連絡の上､ 質問趣旨と
概要を送付し､ 調査協力を依頼した。
　これらの事務局のうち､ 本調査への協力に同意を得た地区からのインタビュー調査を行うこと
とした。また､ 各協議会の事務局からは､ 事務局自身にとって接触頻度が高かった､ 行政､ 支援
団体､ 住民組織の関係者を紹介してもらう形で､ インタビュー調査を実施した。なお､ 支援団体
の支援を受けていない地区もあった。そうした地区では､ 行政と住民組織だけから聞き取り調査
を行ったり､ コミュニティ形成に直接従事した非常勤職員等からインタビューを行うなどして対
応した。
　その結果､ 2015年 5 月－2016年 8 月までの調査期間で､ 県内18地区で合計69名（男性：55名､
女性：14名。行政：24名（うち女性 3 名）､ 支援団体（行政の非常勤職員のうち､ コミュニティ
形成において実質的には支援団体と重複する機能を果たした者を含める）：22名（うち女性 6 名）､
住民組織：23名（うち女性 5 名））に半構造化面接によるインタビューを行った。インタビュー
の中には､ 行政職員と住民組織の代表者､ 行政職員と支援団体の代表者とが同時にインタビュー
に応じることもあった。インタビュー時間は､ 各々の事情に合わせて､ 45分から180分に至るま
でであった。また複数回インタビューを行うこともあった。

3．3．3．分析方法
　インタビューにあたっては､ 録音の可否の同意を事前に確認の上､ 同意を得た方々からは IC
レコーダーによる録音を行った上で､ 逐語録の作成を行った。同意を得られなかった場合には､
代表研究者がパソコンで記録を可能な限り再現した。その上で､ インタビュー記録の共有を求め
た対象者には､ 代表研究者が作成したインタビュー記録の要約と逐語録を対象者に送付の上､ 必
要に応じ､ その加筆・修正を求めた。
　個別インタビューのトランスクリプトのデータは､ 大きく､（1）コミュニティ形成過程での取
組・課題に関する自組織の活動（第４章）､（2）パートナーとなる残り２組織（行政の場合は､ 支
援団体と住民組織､ 住民組織の場合は行政と支援団体､ 支援団体の場合は行政と住民組織）との
信頼関係（第５章）､（3）上記の活動やパートナーとなる組織との信頼関係が､ コミュニティ形成
に与えた影響（第６章）とに分類した。その上で､ 課題への取組や､ パートナー組織との信頼関
係が､ 震災復興後のコミュニティ形成にどのような影響を与えたかを分析し､ 最後に先行研究と
の比較と考察を行った。（第７章）
　記録の分析には Glaser & Strauss（1990）が提唱した､ 質的データを用いて事象の概念化を試
みる､ グランデット・セオリー・アプローチの改訂版である､ 修正版グランデット・セオリー・
アプローチ（木下、2003）に基づき、行っていった。（木下、2003に倣い、以降、修正版 M-GTA
と表記する）
　グランデット・セオリー・アプローチは､ データの分析の切片化を行ってから分析を行うが､
修正版はデータを切片化しテキストを破壊することなく、研究者の問題意識に忠実に、データ解
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釈を行い、コンテキストの理解を重視する。それはコミュニティ形成という事象自体が、「人間
と人間の複雑な相互作用がプロセスとして進行する」ため、その「全体の流れを読み取ることが
重要である」と考えるからである（木下､ 2003：158）。
　修正版 M-GTA に基づき､ 分析ワークシートを用いて、データを概念に圧縮するオープン・
コーディングを行っていった。分析ワークシートは、生成された概念ごとに作られ、概念名、定
義、ヴァリエーション、理論的メモによって構成される。例えば、支援団体からみた行政との信
頼関係に影響を与えた要因の一つとして、概念として生起された「現場感の共有」についての分
析ワークシートは次のようになる（図表19）。分析ワークシートの作成にあたっては、可能な限
り対極例と類似例が並置できるか、時系列的に厳密に分類できるか、多様性を説明できるかとい
う観点から概念を生成していった。

図表19：データの分類方法：分析ワークシートの例：現場感の共有

概念名 現場感の共有

定義 支援団体が行政と業務を進める上で、行政が業務を行われている現場を訪問し、現
場の状況や感覚を共有すること。

ヴァリエーション ・NO４．「現場というか、人のとこに入り込んでいく力を持ってる人ですね。･･･
それはだから行政職員として通常評価される枠の力とは違う力なんですよ。･･･
現実を見る言葉を持ってる人だと思うんですね。そういう人に出会えたっていう
のは、うれしい、幸せなことだと思ってます。」

・NO７．「行政に求めてるのは、その場にいてくれるだけでいい｡ ･･･とにかくそ
の場に来てもらいたいというのはあるんですよね。ただ、今までの課の人は基
本、行きませんと。そこでこの信頼関係って多分、つぶれていくんです。」

・NO10．｢月１のミーティングだったりとか、当時は２回ぐらいやりましたかね、
月に。行政の方がこの現状を知るための場ですね。本来はもっとこっちに来て現
状を見てくれれば一番いいんですよね。」

（他は省略）

理論的メモ 支援団体の方々は、行政職員の方々が支援団体の活動現場に来るか来ないかが大き
な意味を持つ。また、行政職員が現場を踏まえた意見交換をとることを期待する言
及がみられる。そうした信頼感を左右する要素は行政職員による「現場感の共有」
として概念名を生成。なお、行政職員からは、なかなか現場に足を運ぶ余裕がない
といった意見もみられる一方、現場感を大切にする職員も一定数存在した。
【関連】概念４：定例打ち合わせ、概念５：定型業務・実情相違

（聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　なお紙面の都合上、すべての理論的メモの掲載は省略し、生成した概念は小田切（2009）に倣
い、組織間の信頼関係についての代表的な語りと概念とを並置する方法で表現することとする

（図表26（pp36-37）、図表29（pp40-41）、図表32（pp45-47）、図表35（pp49-51）、図表38（pp54-55）、
図表41（pp57-58）参照）。
　次いで、修正版 M-GTA に基づき､ 複数の概念を定義や意味合いなどから整理し､ 複数の概念
間の関連性からカテゴリーを生成する選択的コーディング（木下、2003）（小田切､ 2009）を行っ
た（図表28（pp39）、図表31（pp44）、図表34（pp49）、図表37（pp53）、図表40（pp56）、図表
43（pp60）参照）。
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　今回の聞き取り調査では､ 主として､ 恒久住宅（防災集団移転､ 自力再建､ 災害公営住宅）に
関するコミュニティ形成を主眼とした。

図表20：集団移転

 （国交省の資料を基に代表研究者作成）　 　　　　　

　被災地のコミュニティは再度の津波被害を防止するために、①高台移転をするか、②内陸に移
転するかに分けられる（上記図表20参照）。
　被災地のコミュニティは、その歴史､ 規模､ 地理的位置関係や構成員等が多様である。コミュ
ニティに関する留意点（pp15）で指摘したとおり、本論では「伝統的コミュニティ」と「新設コ
ミュニティ」とに分類する。
　伝統的コミュニティについては､ 単純に離半島部という､ 地理的位置関係だけでは論じられず､
内陸部に伝統的なコミュニティを維持する形で集団移転した事例もあり、震災前のコミュニティ
を維持したかどうか､ そしてコミュニティの規模が､ 伝統的コミュニティと新設コミュニティと
を分ける､ 大きなポイントである（図表21及び図表22参照）。

第４章　調査結果：震災復興のコミュニティ形成における課題
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図表21：伝統的コミュニティと新設コミュニティ

 （代表研究者作成）　　　　　　 　

図表22：各コミュニティの特徴

 （代表研究者作成）　　　　 　

　「地域性」と「連帯性／共同性」を維持した伝統的コミュニティでは､ 人口流出や福祉的な支
援の減少が課題となる一方､ 新設コミュニティでは､ 仮設住宅や復興公営住宅の入居に伴い異な
る生活スタイルや文化を持つ人が偶然にも「地域性」を共有する中で、いかにルールづくりや自
治会設立といった「連帯性／共同性」を培っていくかが課題となる。
　インタビュー実施時期には､ 未だ防災集団移転事業や公営住宅の建設が終了していなかったり､
公営住宅に住民が移転してきたばかりで震災直後の対応や仮設住宅期に関する説明が中心となっ
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た地区もあった。
　その結果､ 行政・住民組織・支援団体による震災復興のコミュニティ形成の取組と課題は非常
に多岐にわたり､ また説明主体によってもその力点を置く課題や取組の濃淡も生じたが､ 大まか
な傾向として主に指摘があった取組・課題（図表23では「○」と表示）､ 副次的に指摘があった
取組・課題（図表23では「△」と表示）､ 指摘がなかったもの（図表23では無印）とに分類する
と、次の図表23のとおりとなった。

図表23：震災復興のコミュニティ形成における取組と課題

＊今回の聞き取り調査での主な説明主体。地区によって、説明主体による指摘の濃度、時間等には相違がある。
　【凡例】○：主に指摘、△：副次的に指摘、無印：指摘なし

○  △

○  △

○ △ △

○ ○ △

○ ○ △

○ △ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ △

○ △ ○

〇 ○ △

○ △ ○

○ ○

○ ○

○ △ ○

△ ○ △

○ ○

 ○ △

 ○

△ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ △  

○  △

○   

○ △ ○

○

時期

震災直後

避難所期

仮設住宅期

仮設住宅期・恒久

住宅期

恒久住宅期

住民・行政・支援団体が指摘した取組・課題

主な説明

主体*

住

民

行

政

支

援

団

体

1.震災直後の対応

　・行政との震災対応協議

　・避難所運営

2.仮設住宅の運営

　・仮設住宅のコミュニティ形成に係る連合組織の設立

　・住環境改善

　・住民間トラブル対応（駐車問題､ゴミ捨て､騒音､暴力事件等）

　・仮設住宅での交流事業（含：孤立防止）

3.恒久住宅予定地周辺のまちづくりの合意形成

　・ブロック決め・画地決定

　・公共施設（道路､公園､集会施設､防潮堤等）

　・街並み

　・住民参加の確保（含：広報誌の活用）

　・合意形成・意思決定

　・参加者同士のコミュニケーション

4.恒久住宅の移転先周辺自治会との交流・融合

　・移転先周辺地区自治会への説明会

　・公営住宅＋融合のための交流会

5.災害公営住宅入居前の調整

　・災害公営住宅の設備等への要望

　・入居手続の説明

6.住民組織や協議会形成のプロセス

　・入居者同士の交流会

　・準備会設立

　・規約案､予算案の策定支援

　・住民組織の役員選出

　・仮設住宅と公営住宅の環境変化

7.地域の持続的運営

　・支援と受援との関係

　・自治会長・役員等にかかる負担

　・住民間トラブル対応（ゴミ捨て､騒音､暴力事件等）

　・地域行事の開催

　・住民互助組織の設立

　・資金の持続的循環
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4．1．震災直後の対応

　震災直後や避難所運営に関する関係者の発言のうち､ 特にコミュニティに関わる発言としては､
主として住民組織の関係者から､ 避難誘導､ 食料・医薬品・燃料の確保､ 避難所の運営管理､ 仮
設住宅への移転先（離半島部が中心：地域に残るか､ 内陸地に移転するか）の説明がなされた。
その中で､ 離半島部の住民組織関係者は地域に残る選択をした一方､ 地域に残留するための用地
確保､ 水道敷設､ 簡易トイレの設置等の努力を説明した。
　また､ 離半島部の住民組織の「伝統的コミュニティ」の長を中心に､ 規律確保（起床・睡眠時
間の決定・順守､ 清掃､ 支援物資配布）の徹底と､ 避難所の子どもが役割をもつことで､ 大人も
積極的に役割を担うようになったとの説明もなされた。
　更に､ 一部支援団体関係者からは､ 被災地に入るきっかけとなったエピソードや､ 震災直後の
支援活動（がれき除去､ 支援物資､ 資機材の提供など）が､ 行政や地域住民との信頼関係をもつ
きっかけになったことの説明がなされた。

4．2．仮設住宅の運営

　仮設住宅での「新設コミュニティ」の形成に係る取組や課題としては､ ①住民組織の設立､
②住環境改善のための交渉､ ③住民間トラブル対応､ ④仮設住宅での交流事業について､ 説明が
なされた。

4．2．1．仮設住宅のコミュニティ形成に係る組織の設立
　仮設住宅での自治連絡組織の設立に関しては､ 住民組織､ 行政､ 支援団体から､ 設立の経緯の
説明がなされた。外部支援団体や行政からの働きかけで設立した場合や､ 住民同士が内発的に話
し合い､ 運営委員会を経て､ 住民組織を設立したことが説明された。また､ 行政職員が関係者に
働きかけ､ 仮設住宅をはじめとする被災地域の復興のために､ 住民､ 支援団体､ 行政が一体と
なった連合組織を形成した事例もあった。この連合組織は仮設住宅に対するお茶会の支援や､ 住
民の話を聞き､ まとめた地域誌の発行などを行った。

4．2．2．住環境改善・住民間トラブル対応
　仮設住宅期の課題に関しては､ 仮設住宅の住環境の改善要求（寒さ対策､ 風除室設置､ 道路舗
装等）と住民間トラブル（駐車問題､ ゴミ捨てマナー､ 騒音､ 暴力事件への対応）につき､ 主と
して住民側から､ 行政に迅速かつ効果的な対応を実施していくよう求められた。
　特に仮設住宅入居当初は､ 住民にとっては住環境の不備も目立ち､ コミュニティに関わる様々
な住民間トラブルを次々と経験する中で､ 住民がいち早く対応を求めたのに対し､ 行政としては､
行政の上級組織との調整や改善要求実現のための予算､ 人員の確保等に追われたため､ 対立的な
構造になりがちであった。

4．2．3．仮設住宅での交流事業
　仮設住宅の住民組織は､ 仮設住宅では入居者同士の交流が少なくなることから､ 仮設住宅期に
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主に地区外の組織と一緒に様々なイベントを実施してきたこと､ その運営や連絡調整､ 支援物資
の受け入れと分配に関し､ 仮設住宅の住民組織が役割を担ったことの説明がなされた。

4．3．恒久住宅予定地周辺のまちづくりの合意形成

　仮設住宅後の恒久住宅でのまちづくりの合意形成過程に関しては､ 主として防災集団移転事業
の対象者による､ 移転先のまちづくり（ブロック決め・画地決定､ 公共施設（道路､ 公園､ 集会
施設､ 防潮堤等）の整備､ 街並み）と災害公営住宅の仕様といった､ ハード面での事業に関する
合意形成が挙げられる。この合意形成のプロセスに関しては､ 東松島市のケースを概観しておき
たい。
　まずは住民同士が集団移転地の要望を決めてから､ 月１回は自分たちが住む町を､ どのような
町にしたいのかをずっと話し合ってきた。その上で､ 行政主催の懇談会で行政から「まちづくり
整備協議会」を立ち上げの提案がなされ､ 住民が賛同する。その後､ 協議会を立ち上げるための
準備会を経て､ 世話人を選出した。
　世話人は移転元の各地区から総勢33名（現在は38名）を選出し､ 5－6人の少人数制で８つの専
門部会（専門部会は､ ①宅地・公共施設計画検討部会､ ②区画決定ルール検討部会､ ③街並み検
討部会､ ④広報部会､ ⑤研修・イベント部会､ ⑥災害公営住宅部会､ ⑦コミュニティ推進部会､
⑧自治連絡協議部会）を作り､ 役員会で方向性を諮った。
　誰がどこに暮らすかという､ 区画決定方針については､ 宅地公共施設検討部会の下部組織の区
画決定ルール検討部会でルールを決めて行った。その中で､ 抽選ではなく話し合いを前提とした

（図表24参照）。

図表24：東松島市における区画決定基本方針（東松島市提供資料）

・ プロセスとしては､ いきなり抽選で区画を決めようとするのではなく､ ①説明会､ ②ブロック
決め､ ③区画決め､ ④最終調整､ ⑤区画決定という順序で実施していった（図表25参照）。
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・ ブロック決めでは､ 希望登録用紙を配布し､ ブロックへの希望を出した（世帯単位又はグルー
プでの希望が可能）。

・ 第１回希望登録の結果､ 希望世帯数が区画数の上限を超えたブロックでは､ 話し合いまたは抽
選で入る世帯を決めたが､ 同ブロックを希望した世帯は､ 希望の変更登録ができた。

・ 第１次ブロック決めで､ ブロックが決まらない世帯のみ第２回希望登録を行った。上限数に達
していないブロックのみ希望ができた。それ以外は第１回と同様の調整を繰り返し､ ３、４回
の調整で､ 誰がどこのブロックで暮らすかは確定した。

・ ブロックの確定後､ 各住民がブロック内のどの区画で暮らすかを調整していった。

図表25：東松島市における区画決定の進め方（東松島市提供資料）

　上記のプロセスの中で特に課題となったのは､ 合意形成をいかに進めるかであった。個人とし
ての意見の提案は歓迎しても､ 採決に際しては住民全体の代表者として賛成すべきは賛成すべき
とし､ 数回前に決定したことを再度議論しようとすることを厳に戒めた。また､ 広報誌（まちづ
くり通信）では､ 意思決定のプロセスを示すことで､ 欠席した役員にも情報が伝わるよう工夫が
なされていった。

4．4．恒久住宅の移転先周辺自治会との交流・融合

　また､ 恒久住宅の移転先が､ 市街地内の行政区に立地する場合や､ 周辺に隣接地区がある場合
には､ それらの周辺地区との交流や融合も課題となる。市街地部に災害公営住宅を抱える行政関
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係者や支援団体関係者は､ 移転先地区の住民組織から理解を得られることを重視し､ 災害公営住
宅への入居前に事前説明会や交流会を企画、実施していき､ 入居者説明会の際などに､ 交流の機
会をもつように準備していった。

4．5．災害公営住宅入居前の調整

4．5．1．災害公営住宅の設備等への要望
　上記の仮設住宅での交流事業､ まちづくりの合意形成の過程の流れの中で､ 議題として上って
きたのが､ 災害公営住宅の間取りや設備につき､「災害公営住宅入居者が自身の意見を反映させ
ていきたい」という要望への対処であった。これらの要望は､ 実際に議会での議決対象となった
場合も含め､ 行政に受け止められた。
　実際の公営住宅での要望等については､ 行政が､ 専門家や支援団体の助力を得て､ 設計概要の
説明を行い､ 住民が質問や疑問点､ 要望を提起し､ その実現の可否を検討するスタイルで議事が
進むこととなった。

4．5．2．入居手続の説明
　また､ 災害公営住宅入居に際する手続き等は極めて複雑であったため､ 行政が支援団体ととも
に入居者説明会を設けたり､ 質問受付コーナーを設けるなどして対処した。

4．6．住民組織や協議会形成のプロセス

4．6．1．入居者同士の交流会
　災害公営住宅の入居者向けの説明会の際に合わせて､ 入居者同士が交流できるよう､ 行政と支
援団体とで､ フロア別の顔合わせ会を設定した自治体もあった。

4．6．2．準備会設立
　次に､ 災害公営住宅の自治会や協議会といった住民組織の設立に向けての準備会設立に向けて､
行政主導で「世話人」や「世話役人」を選出する形で行われた。まずは､ 行政が地域住民などと
相談の上､ 震災前の住民組織や仮設住宅の役員経験者や､ 地域活動に積極的に参加してきた住民
を､ 男女や世代のバランスを考慮しながらリストアップし､ 準備会への参加を要請した。
　参加に同意した住民が準備会メンバーとして､ 規約案や予算案､ 事業計画等について話し合っ
た。住民が準備会長を務め議事進行を行い､ 行政は議事次第作成や､ 場の設定準備を行った。な
お､ 行政が協議会運営補助業務を委託事業として出した場合には､ 受託業者が協議会の議事運営
や場の設定等の調整業務を行った。

4．6．3．準備会及び自治会の役員選出
　特に住民組織の準備会や本格的な住民組織（自治会､ 行政区）等の役員選出には､ 難航を極め
た地区もみられた。その解決方法としては､ 行政がリストから選出した場合や､ 選出方法を提示

（男女別にグループを作り､ 会長・副会長等の役員を一定数選出する）した場合､ それでも住民
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同士で選出した場合､ 立候補による場合等があった。なお､ 準備会の役員がその後の自治会長や
行政区長に選出されるケースがみられた。

4．6．4．仮設住宅と公営住宅の環境変化
　仮設住宅から公営住宅への移転に伴い､ 仮設住宅期までは行政負担で使用ができていた集会所
の利用料金が住民負担となる変化がみられた。一部住民組織からは､ 集会所の利用料金発生に伴
い､ 公営住宅移転後の自治活動が行いにくくなるとの指摘もあった。また公営住宅の入居に伴い､
既に住居を確保している住民との相違が見えなくなる中､ 公営住宅に入居すれば「自立」と説明
し､ 仮設住宅の住民の意識の変化の必要性もみられた。

4．7．地域の持続的運営

4．7．1．支援と受援との関係
　行政､ 住民､ 支援団体が中長期的な課題としてそろって指摘していたのが､ 支援団体による支
援と住民による受援といった関係性の微妙さと､ 住民の主体意識に基づき､ 一緒に考え行動する
共同活動への変化の必要性である。この点は､ 次章で詳しく議論をする。

4．7．2．復興公営住宅の自治会長・役員等にかかる負担
　住民組織の運営に携わる住民組織によれば､ 復興公営住宅（注：本論文では､ 完成し入居完了
時を起算点に､ その前を「災害公営住宅」とし､ その後を「復興公営住宅」と呼ぶ）入居後の､

「新設コミュニティ」の形成には様々な課題がある。例えば､ 複数の地区からの入居者を抱え､
また高齢化が進むため､ コミュニティ活動の実施が難しいとする住民組織や､ 住民間のトラブル
対応（ゴミ捨て､ 騒音､ 暴力事件等）に追われている様子が伝えられた。

4．7．3．住民互助組織の設立
　他方､ 一部の復興公営住宅の「新設コミュニティ」や離半島部の「伝統的コミュニティ」では､
住民互助組織の形成に向けた動きがみられる。これは仮設住宅期の仮設住宅や復興まちづくりの
文脈で､ 住民主体のまちづくりで､ 住民同士のコミュニティ形成に成功した住民組織や､ 人口流
出と高齢化が進む､ 離半島部での互助活動の必要性から互助組織を結成した例である。

4．7．4．資金の持続的循環
　また､ 生活基盤の維持管理という基礎部分に加え､ キャッシュ・フローを生み出し､ 地域経営
をする観点から､ 行政が初期的な運営費用や施設管理の委託費用を拠出し､ タウン・マネジメン
ト組織を形成しようとする､ 新たな動きもみられ始めている。
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5．1．住民組織と行政との関係（連結型ソーシャル・キャピタル（SC）（Linking SC））

　まず､ 住民と行政との信頼関係のネットワークや規範としてのソーシャル・キャピタルである､
連結型 SC に関する調査結果から明らかにする。まずは住民組織からみた行政との信頼関係に関
する調査結果を説明した後で､ 行政からみた住民組織との信頼関係の調査結果を示す。

5．1．1．住民組織からみた行政との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　住民組織と行政との関係につき､ 住民組織側からは行政との信頼関係の捉え方を見てみる。今
回の聞き取り調査で､ 住民組織と､ 副次的に支援団体関係者から聴取された代表的な語りを､ 修
正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのオープン・コーディングによる分類でとりまとめ
ると､ 下記の図表26のとおり、15の概念が生成された。

図表26：住民組織からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=18）

概念 代表的な語り

震災前から関係 　震災前は、町民の要望を町内会長が行政に足を運び要望をしていた。（住民組織Ｃ）
　行政とは震災前から定期的に会合を開催していた。（住民組織Ｆ）

必要時に連絡 　地域にいるだけではらちが明かず、代表数名で役所に行った。（住民組織Ｄ）
　湿気でカビが大量に発生したので行政に対応をお願いした。（住民組織Ｆ）

定期会議 　組織設立当初は毎月定例会を行い、行政担当課や警察、消防も来て頂いた。（住
民組織Ｎ）
　週１回、仮設住宅を訪問し、ラジオ体操等の健康指導をして頂いた。（住民組織Ｆ）

行政から訪問 　行政職員が足を運んでくれたから話しかけることができた。（住民組織Ｃ）
　担当者は、あまり労力をいとわず、フットワークが軽く、仕事時間や時間外に、
まちづくりの話に、仲間として付き合ってくれた。（住民組織Ｊ）

行事等非公式交流 　担当職員は夏祭りや朝の清掃等、こまめに参加してくれている。（住民組織Ｃ）
　担当職員の方は、毎年１、２回は、住民行事（さんま祭りや芋煮会）に、他の職
員とともに参加してもらった。（住民組織Ｆ）

住民目線上下関係 　行政は「じゃまな仮設住宅が来た」、「街灯をつけてやった」などと、「完全に上
から目線」だった。（住民組織Ｅ）
　行政の担当者は１人の仲間として、会議に参加してくれた。（住民組織Ｉ）

応対態度
（形式、柔軟性）

　行政の方とは、一緒に考え、話し合いたかったことがたくさんあったが、何かの
説明のときにしか足を運んでくれなかった。（住民組織Ｉ）
　行政はできないことはできないとはっきり説明し、しかも何故できないかを教え
てくれると、住民も話を理解するし、その積み重ねで信頼もする。（住民組織Ｇ）

要求・疑問対応
有無・早さ

　行政は住民から強い批判を受け、決定事項しか言えなかった。（住民組織Ｇ）
　緊急事態で日本のピンチだというのに、行政の動きが遅かった。（住民組織Ｍ）
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一緒に試行錯誤、
助言

　担当者の方はいろいろ考え、アイデアもたくさんもってきてくれた。（住民組織Ｊ）
　いろんなことが起こるが、行政もわれわれも分からないので、「ああでもねえ、
こうでもねえ」って、それをやってくれている。（住民組織Ｏ）

住環境改善要求 　砂利が多く街灯がなかった。（住民組織Ｅ）
　役所に、薬の調達、避難所運営、し尿処理の相談要望。（住民組織Ｄ）

トラブル対応相談 　仮設住宅での傷害事件発生に伴い、緊急要望書を行政に提出した。（住民組織Ｅ）
　粗大ごみの不法投棄やペットのマナー、駐車場の問題を相談した。（住民組織Ｎ）

住民意見実現実感 　行政の方々が100%でなかったとしても努力され、0 ％から80％にまで対応しても
らったことが分かれば、住民の方々にも感謝しようと呼びかけられる。（住民組織Ｂ）
　行政は、住民の願いであった施設開所にこぎつけてくれた。（住民組織Ｄ）

情報流通改善 　住民が又聞きで聞いた話が噂で広まり、当初の行政等の説明と全く違う話にな
り、行政批判をする住民がいたため、定期的に最新情報を確認していった。（住民
組織Ｇ）
　広報誌の編集会議を行政と支援団体で行い、住民に知らせるべき内容をタイム
リーに充実したものを送るようにした。（住民組織Ｂ）

議論停滞負に作用 　「私たちは世帯の代表として協議し、方針を発表する立場にある以上、議論を停
滞させるようなことは断じてならない」と、何度も釘をさした。（住民組織Ｂ）
　意見を言わない人は言わないし、意見があったとしても、行政に対する不平不満
が繰り返される状況で非常に大きな労力がかかった。（住民組織Ｇ）

持続懸念
（作業、資金）

　他に役員になる人が少なく区長も会長も会計も一人でこなしている。（住民組織Ａ）
　正直言うと、無償での活動継続は厳しい。半年に１回ぐらい慰労会等があり、

「いろいろ勉強にもなる」し、「自分のためにもなり」、「楽しい」というようなかた
ちに組織運営を変えていかないと、長続きはしないと思う。（住民組織Ｇ）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　また､ インタビューの中で主に肯定的な指摘があったり､ 参与観察で確認された要因（図表27
では「○」と表示）､ 肯定・否定が混在した要因（図表27では「△」と表示）､ 改善がみられた要
因（図表27では「△○」または「×○」､ 指摘がなかったもの（図表27では無印）とに分類した。

図表27：住民組織からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた要因（n=18）

住民組織 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R

震災以前
から関係

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

必要時に
連絡

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定期会議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政から
訪問

○ ○ ○ ○ ○ ○

行事等非
公式交流

○ ○ ○ × ○ ○

住民目線
上下関係

×
○

○ × ○ × ○ × ○ ○ ×
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応対態度
（形式､
柔軟性）

×
○

×
○

○ ×
△

× ○
×

× ×
△

○

要求・疑
問対応有
無・早さ

△
○

×
○

○ ○ ○ ×
○

○ × ○ ○ × ×
○

△ △ ○

一緒に試
行錯誤､
助言

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住環境改
善要求

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

トラブル
対応相談

○ ○ ○ ○ ○

住民意見
実現実感

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

情報流通
改善

×
○

×
○

議論停滞
負に作用

○ ○ ○ ○ ○

持続懸念
（作業､
資金）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　【凡例】○：肯定的に該当､ ×：否定的に該当､ △：両方のケースが存在､ ×○：改善
 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　行政との関係は､ 震災前からの行政区・町内会等の住民組織を基盤として､ 震災後も行政との
関係性を維持・発展させた場合（ 7 地区/18地区：約38.9％）と､ 震災後､ 新たに組織を形成した
場合（11地区/18地区：約61.1％）とに分かれた。震災前から行政と関係を有していた住民組織
は､ 概ね行政に対して良好な認識をもち､ 行政の対応に感謝する組織もみられた。
　震災後は､ ①住民側から必要に応じ行政に連絡する（15地区/18地区：約83.3％）､ ②定期会合

（12地区/18地区：約66.7％）､ ③行政からの訪問（ 6 地区/18地区：約33.3％）の何れかで､ 行政と
連絡がとれる体制にある。
　住民組織からみた行政との信頼関係を左右する要因として､ 多くの意見が寄せられたのは､ 住
民からの要望・疑問に対する行政職員の対応に関するものであった。具体的には､ 行政職員の要
望・疑問への対応の有無や早さ（15地区/18地区：約83.3％）､ 対応が住民目線か上下関係か（10
地区/18地区：約55.6％）､ 対応が柔軟で分かりやすい（ 9 地区/18地区：50％）､ 一緒に課題を試
行錯誤するところまでも踏み込んだ対応があった（ 7 地区/18地区：約38.9％）というものであっ
た。一部住民組織からは､ 行政に対して質問や問題提起をしたのに回答がなされないことや､ 住
環境改善の要望に行った際に､ 行政から「上から目線」の対応を取られたことに､ 強い不満が示
された。
　コミュニティ運営に関する様々な会議については､ 議論の停滞が負の影響をもたらすとの指摘

（ 5 組織/18組織：27.8％）も注目に値する。たとえば住民から行政への不平不満が噴出したり､
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一旦意思決定したはずの事項につき､ 議論が繰り返される場合には､ 議事進行に遅れや停滞が生
じるほか､ 議事進行が停滞すると､ 協議参加者の中から離脱者が生じるなど､ 負の影響が生じる
ことも指摘された。なお､ 会議に出席しても特段の発言がないことや､ 形式的な回答に留まる場
合がある行政職員に不満が寄せられた。そうした中、行政と住民組織の役員が定期会合を開いた
り、会合の内容を住民に伝えるための広報誌の編集会議を開催する等、行政から住民への情報流
通を改善する動きもみられた。
　震災後の居住場所やコミュニティ形成の過程で生じてくる様々な課題を､ 一緒に試行錯誤しな
がら検討をし､ 助言をくれる仲間のような職員や､ 休日の住民行事等の非公式な場で交流したこ
と､（前二者は 6 組織/18組織：33.3％）さらには住民意見の反映が実感できたこと（ 7 組織/18組
織：約38.9％）が示された。
　なお､ 住民組織の運営に関しては､ 基本的にボランティア活動として実施していることから､
作業量､ 時間面での負担感を訴える意見が半数に上り､ 現在のペースでの活動の持続性に疑問が
呈されている（ 9 組織/18組織：50％）。一部住民組織からは､ 住民組織の運営に携わる者に対し
ては､ 最低限の交通費等､ 金銭的対価を確保するために､ NPO 等への見守りなどの委託事業等
の委託費の規模でなくとも､ 行政等から運営経費を確保する必要性があるとの見方も示された。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ、下記図表28のとおり８つのカテゴリーが生成さ
れた。さらに、それらのカテゴリーは信頼の概念との関連性から４つのカテゴリー・グループに
収束した（図表28参照）。なお、カテゴリー・グループを作成するにあたり、信頼の概念に関し
ては、プロセス・時間的変化（稲生、2010）、能力に対する期待、意図に対する期待とその下部
概念である「人間関係的信頼」、「人格的な信頼」（山岸、1998）をもとに、分類を行った（図表15

（pp17）参照）。

図表28：住民組織からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

連絡・関係
（プロセス・時間的変化）

震災前からの関係 震災以前から関係

連絡の頻度
必要時､ 連絡
定期会議
行政から訪問

行政職員の姿勢
（意図に対する期待）

親近感
（人間関係的信頼）

行事等　非公式交流
住民目線上下関係

対応・姿勢
（人格的信頼）

応対態度（形式､ 柔軟性）
要求・疑問対応有無・早さ
一緒に試行錯誤､ 助言

住民の要求とその実現
（能力に対する期待）

改善要求
住環境改善要求
トラブル対応相談

要求実現 住民意見の実現実感

住民同士の関係性
住民間の情報流通 情報流通役員経由

住民の負担感
議論の停滞負に作用
持続懸念（作業､ 資金）

 （代表研究者作成）
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5．1．2．行政からみた住民組織との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　上記のような住民組織の認識は､ 行政側からはどのように捉えられたのだろうか。また､ 行政
として､ 独自の視点から､ 住民組織との信頼関係に影響を与える要因があるとすればどのような
ものであろうか。今回の聞き取り調査で､ 行政職員や副次的に支援団体関係者から聴取された代
表的な語りを､ 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのオープン・コーディングによる
分類でとりまとめると､ 下記の図表29のとおり、17の概念が生成された。

図表29：行政からみた､ 住民組織との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=18）

概念 代表的な語り

震災前からの関係 　住民が主体的に動く根底には、行政と住民が対等な立場でまちづくりを行う、震
災前から行ってきた「市民協働のまちづくり」が大きく影響している。（行政15）
　行政は地域全体の健康づくり支援を目的に、数か月又は数年間のスパンで仕事を
している。震災後、極端に体調を崩した事例も把握し、どのように家族と連絡し、
どこで受診をしてもらうか等の算段はしてあった。（行政３）

新組織設立支援 　入居者の出身行政区はかなりバラバラであったので、再度、コミュニティ形成を
行う必要があった。自治会設立にあたっては、知らない住民同士で互選はできない
ので、行政が事務局を務め、名簿等で準備会メンバーにお声がけした。（行政１）
　災害公営住宅との関係はまったく新しい取り組みになるので、私たち行政職員も積
極的にサポートをし、自治会が立ち上がるまでは、足しげく現場に通った。（行政６）

行政から訪問 　仮設住宅が建設されてから２年間､ 毎週１回は仮設住宅を訪問し､ 個々の住民の
相談に対応（ネズミやハチの駆除等）し､ 関係を構築した。（行政８）

定期会議 　発起人委員会は毎週夜に６回開催し、スピード感をもって進めようとした。（行政２）
　行政が主催した懇談会で、協議会を立ち上げての新しいまちづくりを提案し､ 住
民が提案に賛同した。役員全員で同じことを検討するのではなく、５－６人の少人
数で専門部会を作っていった。（行政15）

負担増 　避難所運営､ 罹災証明発行､ 仮設住宅の申込受付､ 集会所の管理に追われた。
（行政８）
　予算規模だけでも倍以上になり、今までにないかたちの復興、復旧業務が各セク
ションで急激に増えて、正直手が回らない部分があるだろうとは思う。（行政14）

後手対応 　公立病院や診療所が震災後も機能し、先生方や看護職が訪問を行っていたが、行
政に十分な人がいなかった。（行政３）
　行政への要求と行政で対応できることとの差が大きく､ 関係部局との調整が必要
な事項もあった。（行政８）

住民目線尊敬 　地区会長は地域の代表者であるので､ その方々の意見は住民の総意として捉え､
一緒に課題解決を行う対等な相手として尊敬の念をもって接してきた。（行政４）
　行政は支援をして「あげる」という発想があるが、それではだめだと感じた。

（行政８）

行事､ 非公式交流 　自治会の祭り､ 仮設の盆踊り等､ 様々な行事のたびに足を運ぶことで住民と顔が
つながり､ 関係づくりもできていった。（行政12）
　草刈りやへちまのカーテン設置等のボランティアでお手伝いし､ 自分の電話番号
も教え､ そのうち夏祭りに招待が来る関係になっていた。（行政８）
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不満等に背景説明 　準備会設立について、世帯のすべての満足を得ることは難しく、進め方に納得が
いかない人に対しては別途説明していった。（行政１）
　行政が住民に対し、意思決定のプロセスを直接説明したこともあった。（行政15）

本音で率直に語る 　行政も本気で話していることも理解してもらい、信頼関係を築いていけた。（行
政２）
　住民からの「避難所の運営に協力しているのに、行政は何をしているんだ」との
批判に対し自分は「皆さんの活動には敬意を表するけれど、避難所は自主運営が基
本でみんなで運営するものだ。だから今後も協力して欲しい」といいながら、信頼
関係を構築した。（行政10）

委託事業 　役所が施設を直営することは可能ではあるが人事異動がある。NPO の場合､ 熱意
をもった人が継続して住民サービスを提供できる利点もあり業務委託した。（行政４）
　行政は震災の処理で多忙を極める一方、支援団体が地域住民に認知されていて、
支援団体の活動と委託事業の内容とが合致していることから、委託を行った。（行
政３）

人員増部署連携 　予算要求して人員の増強があったため､ 現場に足を運べるようになった。（行政12）
　部内の情報共有を図る意味で､ 担当部局の現場担当者同士で「グループ担当制」
を作った。担当部局の幹部にも協議会に出席してもらった。（行政15）

要望・疑問に対処 　時間を経るにつれ､ 施設面での要望の殆ど多くを実現していった。（行政８）
　住民が100人いれば 100人の意見が 100 ％まとまることはない。行政なので、どこ
かで線引きをせざるを得ない。地区会長会で賛同を得られるならば、概ね住民から
の賛同を得たと判断することができる。（行政４）

後方支援 　「地域のことは地域で」の運営は理想だが､ それだけでは難しい｡ 補助金等の情
報提供等､ 制度的なことで後方支援を行い､ バランスをとりながら関わっている。

（行政４）
　行政としては自治会形成後は身を引き、制度面で側面支援をしている｡（行政５）

住民全員同意困難 　自治会準備会につき、すべての世帯の満足を得ることは難しく、納得がいかない
人に対しては別途説明していった。（行政１）
　仮設住宅の中にも自治組織とも距離を置く住民も含め、様々な住民がいて、満遍
なく支援を行う必要性があった。（行政８）
　住民が100人いれば100人の意見が100％まとまることはない。復旧工事の地元の
費用負担発生も念頭に､ 地域の人たちのためには､ 早期に復興計画を確定させ､ 町
を再生させなければならないと考えた。（行政４）

議論停滞負に作用 　同じ話を繰り返し話が進まなくなると､ 途中で離脱する委員も出てきた。（行政２）
　住民が集まったとき､ 集会所運営､ 班長選定､ 町からの広報や回覧板等が話題に
なるが､ なかなか実働者が現れず､ 規約が作れず､ 自治会活動も停滞し始めた。

（行政10）

地域問題は､ 地域
で解決

　基本的には「自分たちの地域は自分たちで作る」ということで､ 各地区で自発的
に自然な形で､ 被災者を受け入れてもらい住民同士で交流をしてもらっている。

（行政11）
　行政の側で一方的に自治会長を選任すると､ 後ほど「行政が選んだ責任がある」
という不満が出て､ 住民が役割分担をするという次の展開にはつながりにくい。

（行政15）

公営住宅環境変化
説明

　公営住宅の入居者と受入先の住民との間で温度差ができる点に注意が必要。（行
政１）
　災害公営住宅に入れば､ 被災者でなく自立された方であり､ 自分たちでコミュニ
ティをつくってもらいたいということは､ ずっと言い続けてきた。（行政10）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）
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　また､ インタビューの中で指摘があったり､ 参与観察で確認された要因（図表30では「○」と
表示）､ 指摘がなかったもの（図表30では無印）とに分類した。

図表30：行政からみた住民組織との信頼関係に与えた要因（n=18）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

震災前
組織連携

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新組織
設立支援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政から自
発訪問

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定期会議説
明会等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

負担増 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

後手対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民目線
尊敬

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行事､ 非
公式交流

○ ○ ○ ○

不満等に
背景説明

○ ○ ○ ×
○

○ ○ ○ ○

本音で率
直に語る

○ ○ ×
○

○ ○ ×
○

委託事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

人員増
部署連携

○ ○ ○ ○ ○ ○

要望・疑
問に対処

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

後方支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民全員
同意困難

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議論停滞負
に作用

○ ○ ○ ○ ○ ○

地域問題
は､ 地域で
解決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公営住宅
環境変化
説明

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　【凡例】○：肯定的に該当､ ×○：改善
 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　調査時点（2015年 5 月－2016年 8 月）では､ 住民組織との関係は､ 震災前からの行政区・町内
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会等の住民組織を基盤とした住民組織との連携（12地区/18地区：約66.7％）と､ 新住民組織の
形成支援（11地区/18地区：約61.1％）とを､ 同時並行的に進められている様子が確認された。
　行政は､ 定期会合や説明会の実施（14地区/18地区：約73.7％）､ 自発的訪問（11地区/18地区：
61.1％）等､ 集合的な場や個別の場で､ 委託事業等（14地区/18地区（直接の非常勤職員採用を含
む）：77.8％）を通して､ 直接・間接に､ 住民要望に応えようとしている。
　住民組織が行政との信頼関係に影響を与える要因があるとした､ 要望・疑問への対応､ 会議等
での説明の柔軟性､ 一緒に課題解決については､ 以下の項目が示唆的である。まずは､ 震災に伴
い行政側の負担が増加した､ との指摘（10地区/18地区：55.6％）と､ 後手対応に回ったという
指摘である（ 7 地区/18地区：約36.9％）。他方で､ すべての自治体で､ 住民からの要望は直接・
間接的に受け止め対処をしているとのことであった。また､ 行政の中には､ 人員増（図表８から
図表12（pp10-11）を参照）や部署間の連携を通して､ 住民の要望や質問に対し答えていこうとす
る地区もあった（ 6 地区/18地区：約33.3％）。
　より本質的に､ 住民等への不満に対し背景説明をした自治体（ 8 地区/18地区：約42.1％）も
ある。本音で率直に意見を語るとした自治体（ 6 地区/18地区：約33.3％）のうち､ ３地区では､
会合当初からは住民とのコミュニケーションが改善したと述べた 3。また､ 住民行事への参加・
協力等､ 非公式な場でも住民と交流したことに触れた自治体職員（ 4 地区/18地区：約21.1％）
もいた。
　その一方で､ 行政職員の意見の中で特徴的だったものは､ 公営住宅への入居とともに､ 住民を
被災者ではなく通常の住民になることへの意識づけの必要性であった。例えば､ これまでは公費
負担であった仮設住宅の集会所の水道光熱費が住民組織負担となることや､ 入居後は通常の住民
と同一の扱いになることを住民に説明したとのことである。こうした姿勢は､ 既存の地域団体

（周辺の住民組織､ 社会福祉協議会等）との交流を深めることなどの環境変化が生じてくるとの
指摘（ 8 地区/18地区：44.4％）や､ 地域の課題は基本的には地域で解決するといった立場（ 9 
地区/18地区：50％）にも表れている。
　もっとも､ これらのすべての自治体が恒久住宅の入居をもって､ 即座に支援を打ち切る訳では
なく､ 新設の住民組織から相談があれば運営等の相談に応じたり､ 新たな集会所の備品購入支援､
コミュニティ運営費補助等､ 後方支援を行っている自治体も多い（11地区/18地区：61.1％ 4）。
　なお､ 住民組織の持続的運営との関連で住民組織関係者から指摘があった、住民組織役員等に
対する少額規模の資金援助等を行っていく必要性に関しては､ 調査時点では行政関係者からの言
及はなかった。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ、図表31のとおり９つのカテゴリーが生成され
た。さらに、それらのカテゴリーは信頼の概念との関連性から４つのカテゴリー・グループに収
束した（図表31参照）。

３  すべての自治体が住民の苦情・不満対応で､ 説明に追われていた訳ではなく､ 淡々と問題提起と課題解決を済
ませた事例もあり､ また聞き取り調査の中では､ 特段話題に上らなかった場合もあるので､ 数値と割合の表示
はあくまでも参考としての位置づけで掲載した。

４  これらの母数となる地区には､ 災害公営住宅へ移転が開始または完了していない地区も多く､ 実態上は､ ほと
んどの自治体で､ 移転後の自治会に対し､ 何らかの後方支援が行われているともみられる。
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図表31：行政からみた､ 住民組織との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

連絡・関係
（プロセス・時間的変化）

住民との関係 震災前組織連携

新組織設立支援

連絡の頻度 行政から自発訪問

定期会議説明会等

負担増で後手対応 負担増

後手対応

行政職員の姿勢
（意図に対する期待）

親近感
（人間関係的信頼）

住民目線・尊敬

行事､ 非公式交流

対応・姿勢
（人格的信頼）

不満等に背景説明

本音で率直に語る

住民の要求とその実現
（能力に対する期待）

体制強化 委託事業

人員増部署連携

要求実現 要望・疑問に対処

後方支援

主体的住民の一体性 住民の一体感 住民全体同意困難

議論停滞負に作用

住民主体の解決 地域問題は地域で解決

公営住宅環境変化説明

 （代表研究者作成）

　住民組織からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた要因（図表26（pp36-37）参照）に比べ、
行政からみた住民組織との信頼関係に影響を与えた要因（図表29（pp40-41）参照）では、概念
のレベルでは、特に復興公営住宅の自治組織等の新たな住民組織設立に関与したこと、住民目線
で住民を尊敬している点、本音で住民と向き合っている点、仮設住宅と公営住宅との環境変化を
指摘する点が多かった点が特徴的であった。またカテゴリーのレベルでは、住民組織の不満で
あった、負担増で対応が後手に回りながらも、体制強化に努めた点、そして住民主体の解決が必
要とする点が特徴的であった。

5．2．住民組織と支援団体との関係（橋渡し型ソーシャル・キャピタル（SC）（Bridging SC））

　次に､ 住民と支援団体との信頼関係のネットワークや規範としてのソーシャル・キャピタルで
ある､ 橋渡し型 SC に関する調査結果から明らかにする。まずは住民組織からみた支援団体との
信頼関係に関する調査結果を説明し､ その後で､ 支援団体からみた住民組織との信頼関係の調査
結果を示す。
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5．2．1．住民組織からみた支援団体との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　住民組織と支援団体との関係につき､ 住民組織側からは支援団体との信頼関係の捉え方を見て
みる。なお､ 支援団体の支援を受けることなく､ 自治体とのみコミュニティ形成を行ったとする
例外的な地区を､ 調査結果のサンプルから外す一方で､ 震災後に採用された非常勤職員が日常的
なコミュニティ形成支援を果たした地区では､ 支援団体の機能と同職員の機能の多くが重複する
ことから､ 同地区の事例をサンプルに加えることとした（n=17）。今回の聞き取り調査で､ 住民
組織や副次的に行政から聴取された代表的な語りを､ 修正版グラウンデッド・セオリー・アプ
ローチのオープン・コーディングによる分類でとりまとめると､ 下記の図表32のとおり、18の概
念が生成された。

図表32：住民組織からみた､ 支援団体との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=17）

概念 代表的な語り

震災直後からの
人的・物資支援

　団体は独自支援として小学校に防災ラジオを寄贈し、その後住民の意向調査で
入っていたため、協議会立上げのときもスムーズに入ることができた。（住民組織Ｂ）
　がれき除去、花火の打ち上げのための協賛金の支出、震災から４年が経過しても、
月１回仮設住宅でのお茶っこサロン開催でお世話になった。（住民組織Ｄ）

ハード面合意形成 　支援団体関係者が、若い子育て世代のお茶会に顔を出し、誘ってもらったことが
きっかけで、公園部会に子育て世代の女性が集まってきてくれた。（住民組織Ｇ）

組織形成長期展望 　自団体が生まれたときから、関与・助言してくれ、自分たちは独り立ちするよう
にと言われ、独自の事務局を持つようになっている。（住民組織Ｎ）
　支援団体はいつまでもいないので、「おんぶにだっこにしてくれるな」「自分たち
で自治会を運営していきなさい」等、的を射た厳しい発言もあるが、知らないこと
があると相談に乗ってもらい、本当に感謝している。（住民組織Ｉ）

違和感 　支援団体については、最初「この人たちは何」との違和感を覚えたが、実際に話
して、いろいろと教わるうちに、壁もとれてうまくやっていけた。（住民組織Ｉ）
　住民には「地域のことを知らない大学生のような若い人に任せて大丈夫か」とい
う不安の声もあり、孫の世代から「アドバイス」をもらうことに違和感もあったが、
担当職員が非常にうまくとりまとめてくれた。（住民組織Ｈ）

親しみやすさ 　自らが中心になるわけでなく、メンバーや仲間として発言してくれることが大き
かった。（住民組織Ｊ）
　趣味の話や、地域の交流会にも来てくれて、豚汁を一緒につくって交流し、お茶
飲みをする等、住宅の人たちとも仲良くなり親しみを覚えていった。（住民組織Ｉ）

イベント住民交流 　役員会や朝の清掃、休みも夏祭りに参加してくれるので話しやすくなった。（住
民組織Ｃ）
　玉こんにゃくや流しソーメン、仮設住宅の清掃支援､ 焼きそばの屋台の支援を､
毎年頂いた。またサロン活動等の行事のおかげで､ 月１回､ 住民同士が顔を合わせ
る機会が設けられた。（住民組織Ｆ）

面白い・ワクワク 　支援団体のワークショップ「●●地区大好き」というネーミングもユニークで面
白く、参加者のモチベーションを高め、「私たちの町が好きだから」とか「良い街
だから」という気持ちを全面的に引き出すことができた。（住民組織Ｈ）
　この狭い世界の中だけだとやっぱり見えないものは、すごく多い。ある程度、自
治体や支援団体の人が入ってくることで、新しいアイデアが生まれることもあるの
で、「新しい風」みたいなのが本当に必要だと思う。（住民組織Ｊ）
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支援上下矛盾 　被災した人が一旦支援を受けると「何かしてもらって当たり前」というところが、
どうしても根底に残ってしまった点に懸念があった。（住民組織Ｊ）
　NPO が支援という名を借りて活動をしているが、実際に支援を受けているのは
地元の人間ではなかったりする。ある程度、住民が自立できたら、それ以上の「支
援」は失礼である。（住民組織Ｋ）

住民目線 　住民が求める支援を確認しながら、支援内容を変えてきた団体は、仮設住宅の役
員の疲弊を考慮し、役員向けの特別支援メニューを作ってくれた。（住民組織Ｅ）
　まちづくりの会合で、住民のモチベーションが上がったのは、各人の意見が100％
認められる点があったからだとも思う。（住民組織Ｅ）

返報性・対等な
協業者

　仮に支援団体主導でまちをつくるのであれば、「私は必要ないかな」と思ったが、
支援団体は自らが中心になるわけでもなく、メンバーや仲間として発言してくれる
ことが大きかった。（住民組織Ｊ）
　地元の人が「大したことはない」といって分からない食材が、実はすごく魅力的
だということを、商売として気づかせてくれた点が大きかった。（住民組織Ｍ）

助成効果実感疑問 　助成金狙いの団体もあった。月１で活動しているとの「足跡」を残しただけで、
「金の切れ目が縁の切れ目」という団体もあった。（住民組織Ｅ）
　東京で募金を集め、ボランティアで来ていた人が豪遊する姿や、仙台に自宅を建
てる様子を見ると嫌だなと思った。コンサートやカラオケをしないと補助が下りな
い。地域が食い物にされている。（住民組織Ｋ）

団体都合優先 　支援団体の担当が頻繁に交代するたびに、どの世帯でも何度も同じ話を聞かれた。
緊急雇用創出事業で雇われていた支援団体の支援員の教育訓練の場になっていたこ
とを知り、非常に不愉快な思いをした。（住民組織Ｅ）
　地域住民ではなく、支援団体主導でまちづくりが行われかねない心配があった。

（住民組織Ｊ）

一生懸命 　一生懸命に要望を実行したり、課題解決を支援してくれることが重要だと思う。
（住民組織Ｄ）
　担当者の方々が休日返上でまちづくりに熱心に関わってくれて、熱意をもって溶
けこんでいった。話し合いに一生懸命に関わってくれて感謝している。（住民組織Ｉ）

事務局・広報支援 　震災以降、縁の下の力持ちとして、挨拶状の作成や計画立案等で支援してくれ
た。（住民組織Ｄ）
　自治会を作った経験者はおらず、会議資料づくり等は素人なので、支援団体の方
がいろいろ支援してくれたからこそ今があると思って、本当に感謝している。（住
民組織Ｉ）

会議進行支援 　支援団体はファシリテーターとして、会議の中で、自分たち住民が疑問や不安に
思っているところを「ああでもない」、「こうでもない」と導いてくれ、それを何度
も継続する中で、信頼関係が生まれてきた。（住民組織Ｇ）
　当初、支援団体は事務局として、議事進行や議事録作成等を担ってくれていた。

（住民組織Ｎ）

知識・外部情報の
提供

　自分が希望する「日本一のコミュニティ」は極めて高い理想を協議会でスムーズ
に提案ができたのも、自分の考えをポイントを捉えて提案してくれた支援団体のお
かげだったと思う。（住民組織Ｂ）
　支援団体は、地域を外から見た視点や、介護サービスにつき住民が知らなかった
こと等、さまざまなことを教えてくれた。（住民組織Ｌ）

対行政翻訳調整 　支援団体から派遣してもらった人材は、行政などの担当部署や担当者に密に報告、
連絡、相談をする大切さを実践的に教えてくれた。（住民組織Ｎ）
　非常勤職員が入ってくれて、住民と同じ目線で要望を聞き、１か所でとりまとめ
てくれることで、行政と話がしやすくなった。（住民組織Ｃ）
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高齢者訪問 　近隣の公営住宅で孤独死が問題になったこともあり、様々なことや入居者全員の
ことを考えて、支援団体に見守りをお願いしている。（住民組織Ｐ）
　行政から支援団体が受託し、高齢者対応を行っている。勤務時間は役所と同様、
月－金 8：00－17：00まで。しかし、実際に課題が生じるのは土日夜間。（住民組織Ｑ）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　また､ 下記のとおり、インタビューの中で指摘があった要因（図表33では「○」と表示）､ 指
摘がなかったもの（図表33では無印）とに分類した。

図表33：住民組織からみた支援団体との信頼関係に与えた要因（n=17）

地区 A B C D E F G H I J K L M N O P Q

震災直後の人
的・物資支援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ハード面合意
形成

○ ○ ○ ○ ○ ○

組織形成長期
展望

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

違和感 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

親しみやすさ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イベント住民
交流

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

面白い・
ワクワク

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支援上下矛盾 ○ ○ ○ ○ ○

住民目線 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

返報性・対等
な協業者

○ ○

助成効果実感
疑問

○ ○ ○ ○ ○ ○

団体都合優先 ○ ○ ○ ○ ○

一生懸命 ○ ○ ○

事務局・広報
支援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

会議進行支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○

知識・外部情
報の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

対行政翻訳調
整

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者訪問 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　住民組織と支援団体との関係は､ 震災直後からの仮設住宅期の住民組織への支援（10地区/17
地区：約58.8％）､ ハード面でのまちづくり合意形成（ 6 地区/17地区：約35.3％）や､ 恒久住宅
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を前提とした､ ソフト面での自治（協議会）組織の立ち上げや､ 長期ビジョンの形成支援（11地
区/17地区：64.7％）の三つに大別される（以上､ 活動の重複はある）。
　一部の住民組織にとって､ 支援団体の存在は､ 最初は何らかの違和感をもって受け止められて
いる（ 7 地区/17地区：約41.2％）。他方で､ 親しみやすさが関係性を構築する上で重要だともさ
れた。（ 8 地区/17地区：約47.1％）
　そうした中で､ 支援団体との信頼関係に肯定的に作用した活動内容は､ イベント・住民交流の
支援（ 9 地区/17地区：約52.9％）､ 住民組織の事務局・広報支援（ 7 地区/17地区：約27.8％）､
会議進行支援､ 震災直後の人的・物的支援､ 高齢者訪問（後三者､  6 地区/17地区：約27.8％）で
あった（以上､ 重複回答可能）。
　また支援団体との信頼関係を左右する要素としては､ 住民目線の支援､ 知識や外部情報の提供､
行政との調整支援､ 面白くてわくわくする活動（以上､  9 地区/17地区：約52.9％）で､ 均等に分
かれた（以上､ 重複回答可能）。
　他方､ 支援団体による支援のうち否定的に作用した要素として､ 寄付や助成金等､ 何らかの資
金的支援を得て活動している支援団体の活動の効果への疑問（ 6 地区/17地区：約35.3％）､ 団体
の支援活動の都合を地区の事情よりも優先させることへの反感（ 5 地区/17地区：約29.4％）が強
く出された。このような団体支援に対する住民の不満や反感は､ 住民組織から提起されただけで
はなく、今次調査の対象先の支援団体（ 5 地区/17地区：約29.4％）でも触れられるところがあった。
　団体からの支援が､「支援をした」「された」という上下関係を生んでしまう葛藤や､ 住民の支
援依存を生んでしまうことへの危惧（ 5 地区/17地区：約29.4％）と､ そうした矛盾を解消するた
めのパートナー・協業者としての位置づけを求める地区（ 2 地区/17地区：約11.8％）があった。
なお､ 支援団体関係者に対し､ 何らかの親しみを表現した住民組織関係者も一定数いた（ 5 地区
/17地区：約29.4％）。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ、図表34のとおり７つのカテゴリーが生成され
た。さらに、それらのカテゴリーは信頼の概念との関連性から３つのカテゴリー・グループに収
束した（図表34参照）。
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図表34：住民組織からみた､ 支援団体との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

関係性
（意図に対する期待）

感情的な結びつき
（人間関係的信頼）

違和感

親しみやすさ

面白い・ワクワク

住民との交流
（プロセス・時間的変化）

震災直後の人的・物資支援

イベント住民交流

支援の効果
（能力に対する期待）

住民組織基盤支援 事務局・広報支援

組織形成・長期展望

対行政翻訳調整

知識・外部情報の提供

合意形成支援 ハード面合意形成

会議進行支援

効果 助成効果実感疑問

支援団体の対等姿勢
（意図に対する期待）

支援団体の態度
（人格的信頼）

一生懸命

住民目線

団体都合優先

対等性
（人間関係的信頼）

支援上下矛盾

返報性・対等な協業者

 （代表研究者作成）

5．2．2．支援団体からみた住民組織との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　上記のような住民組織の認識は､ 支援団体側からはどのように捉えられたのだろうか。また､
支援団体として､ 独自の視点から､ 住民組織との信頼関係に影響を与える要因があるとすればど
のようなものであろうか。今回の聞き取り調査で､ 支援団体や副次的に行政職員から聴取された
代表的な語りを､ 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのオープン・コーディングによ
る分類でとりまとめると､ 下記の図表35のとおり、14の概念が生成された。

図表35：支援団体からみた､ 住民組織との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=18）

概念 代表的な語り

行政委託依頼 　協議会の運営支援と災害公営住宅の住民自治活動把握が委託業務であった。（支
援団体vii）
　行政が主導で形成された､ 住民代表､ 多数の支援団体等で構成された連合組織で､
住民の生活の情報発信に無償で携わった。（支援団体iv）

住民会議への参加 　自治会役員会に出席し､ 行政職員とともに毎月､ 予算計画や収支計画､ 定期総会
に向けてのスケジュール管理を行った。（支援団体vii）
　自分は、住民同士が議論をする場を町内会が持っていたので、町内会長に「話を
聞かせて欲しい」とお願いしたことが縁で、参加した。（支援団体v）
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住民組織要請 　住民組織の幹部の親族と､ 自団体の代表者が､ 知り合いだったことをきっかけに､
まちづくり計画のとりまとめへの支援を打診された。（支援団体vi）　

キーパーソン関係 　自治会長はバイタリティがあるとともに､ みんなの話を満遍なく聞き､ 工夫して
何とかうまくやってくれる。自分が「お願いするとご負担かな」と遠慮しようとし
ていても､「大丈夫､ やるからやるから」と軽く言って対応をしてもらえた。（支援
団体viii）
　（自治組織の）幹部の方は､ 地元の人間でもあり､ 行政や地域のキーマンともつ
ながっていて､ 自分の自治体の歴史や地域課題にも詳しく､ 自分自身の取り組みと
してしっかりと取り組まれていた。（支援団体vi）

個別住民と対話 　日常の何気ない会話から､ 地域の人々が何を思い､ 何を感じているのかを汲み取
り､ あまりに表出しない問題や課題に気付き､ それに応える努力を怠らない姿勢を､
住民の方々は見て評価して下さり､ 信頼関係が築けていけたと実感。（支援団体xiv）
　会議が終わった後の世間話で､ ワン・オブ・ゼムではなく､ 一人の相手として尊重
していることをお伝えし､ 相手が思っていることを聞く姿勢をとった。（支援団体xv）

震災以降の人・物
支援

　重機をもって入ってがれき除去を行い､ その後､ 地元団体がもっていた､ 農地の
復興を大学生が行っていった。（支援団体ii）
　小学校で炊き出しの提供を行ったのが最初の支援だった。（支援団体xiii）

イベント交流事業 　自治組織が安心して暮らす力をつけるためには､「まじめな自治組織づくりの話
し合い」と､ 楽しめることの両方が必要｡ それが住民との信頼とやる気につなが
る。やる気がなければ信頼が生まれないし､ 信頼がないとやる気も生まれない。

（支援団体iii）
　役員会等の会議に出るだけではなく、地域の人たちと一緒に敬老会やお祭りの準
備をお手伝いしたときに、何か受け入れられたような、距離が縮まったような感じ
がして、「地域の人に受け入れてもらった」と思う瞬間があった。（支援団体xvii）

ノウハウ提供 　自団体は､ 助成金申請や会計面の助言や､ 広報面の支援､ 会議で話し合われた内
容のとりまとめ等で支援を行い､ 住民組織との信頼関係を深めていった。（支援団
体xi）

正確な復興情報や
知識の提供

　正しい情報を全員で共有し、事業の理由や背景を学ぶ機会が必要。これまでのお
茶会では、復興などに関する新たな情報を提供することにしていた。（支援団体ix）
　行政には、防潮堤工事や危険区域の跡地利用等、ハード面での課題の住民説明が求
められた。自団体が調整し、毎月、行政に協議会に出席してもらった。（支援団体ii）

行政翻訳調整 　復興のプロセスでは、住民間、住民と行政との間にコミュニケーション不足によ
るすれ違いや対立が生まれることがある。自団体の活動は住民間や住民と行政との
間の関係を取り持ち、つなぐ役割を果たしていると思う。（支援団体ix）
　行政と住民とはどうしても対立構造になってしまい、連携は難しい。その間に
入って調整する支援団体の役割が必要となる。行政と住民双方からの信頼を得るに
は、両者に対し「間違えていることは間違えている」、「（相手方が）できないこと
はできない。それは無理だ」ということをはっきりと述べること。（支援団体vii）

支援・非支援配慮
協業意識

　自団体は復興の自立支援を行っており､ 本当の復興は被災地で資金が循環するこ
となので､ 近所で飲食店が営業を再開した時点で､ 炊き出しを止めた。（支援団体
xiii）
　自分たちも住民を支援対象として見ている限り､ 地域住民が誇りを回復させるこ
とは難しいとも認識した。例えば､ 苗を植えて収穫して､ 餅や､ しめ縄を一緒に作
るなど､ プロセスを共にすることが大切だと感じた。（支援団体iv）
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住民と歩調合わせ 　地域によって､ 仮設住宅時代にどの程度の経験が蓄積されたか､ 周辺地区のコ
ミュニティの力量などを､ 見極める必要がある。（支援団体iii）
　外部支援者からの無理強いは、「外から来て地域のことは分からないのに」との
反発を受けかねない。そこで、住民の方々を主役に立てて「自分はどのような町に
したいかを、若い人に説明してもらう」という方式をとった。（支援団体vi）

住民決定実現後援 　議論は住民の方々に「当事者意識」をもって頂くために、住民の意見を支援団体
が吸収し、具体的に住民と一緒に行動し、信頼関係を高めていった。（支援団体ii）
　住民は、話を聞いてくれる安心感や、自分が提案したことが、設計図や提案に反
映されたことで、希望が出てきたと述べていた。（支援団体iii）

支援団体考え伝達 　住民に対し「住民ができることを行政に依頼すると『圧力団体』になる」と述べ
住民ができることと行政に依頼することの分担を考えるよう促した。（支援団体vii）
　地区にもメリットがある等、地域の皆さんの事情に合わせたかたちで､ われわれ
の思いをや団体として大切にしていることを伝えた。（支援団体xv）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　また､ インタビューの中で指摘があった要因（図表36では「○」と表示）､ 指摘がなかったも
の（図表36では無印）とに分類すると、図表36のようになった。

図表36：支援団体からみた住民組織との信頼関係に与えた要因（n=17）

I Ii Iii Iv V Vi Vii viii Ix X Xi Xii xiii xiv Xv Xvi Xvii

行政委託依頼 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民会議への
参加

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民組織要請 ○

キーパーソン
関係

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

個別住民との
対話

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

震災以降の
人・物支援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イベント交流
事業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ノウハウ提供 ○ ○ ○ ○

正確復興情報
知識提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政翻訳調整 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支援・非支援
配慮
協業意識

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民と歩調合
わせ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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住民決定実現
後援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支援団体考え
伝達

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　支援団体が住民組織と関係をもったのは､ 震災以降のボランティア又は物資支援（ 8 地区/17
地区：約58.8％）､ 行政からの委託事業や依頼､ または支援団体から行政への働きかけ（ 8 地区/
17地区：約58.8％）､ 住民組織から支援団体への直接依頼（ 1 地区/17地区：約5.9％）であった。
また多くの支援団体がイベントや交流事業の準備や実施などを通し､ 会議参加だけでは深まるこ
とのない､ 住民組織との信頼関係を深めていったと述べている（12地区/17地区：約70.1％）。こ
れらを通して､ すべての支援団体が住民組織のキーパーソンとの関係を確立している。
　また､ 復興事業関連の情報提供を勉強会（防潮堤などのハード事業､ 災害公営住宅に関する事
業）の形で行ったり､ 住民にとって行政からの情報提供が遅く不十分で､ 住民間で不正確な噂が
生じる場合に､可能な範囲で正確な情報提供を行う努力をする支援団体（ 9 地区/17地区：約52.9％）
や､ 対立的となりがちな住民と行政との関係を調整する支援団体（10地区/17地区：約58.8％）も
あった。
　支援団体の殆どは､ キーパーソンと知り合う前後に､ 住民一人ひとりとの対話を行い､ 関心や
不安を聞く機会を設けている（15地区/17地区：約88.2％）。他方､ 住民組織からは､ こうした「御
用聞き」で支援・非支援の関係が継続し､ 結果として住民依存になってしまう危惧も示された。
　この点に関し､ 支援団体の半数以上は､ 団体による支援が「支援」「非支援」の関係を生んで
しまったり､ 住民の当事者性を奪ってしまう危険性､ さらには「金儲けのために活動しているの
ではないか」といった批判を招きかねないことを理解していた。その上で､ 住民と一緒に事業を
作ること（ 9 地区/17地区：約52.9％）や､ 直ちに事業を展開するのではなく､ 住民とのペース合
わせの必要性（ 9 地区/17地区：約52.9％）に言及している。他方､ インタビュー調査の中で､ こ
うした時間がこのようなプロセスにスピード感が合わない支援団体が､ 独自の活動を展開し､ 時
に住民組織と緊張関係になってしまうことを述懐する団体も複数あった。
　これらを踏まえた上で､ 支援団体は､ 住民に情報提供や､ 相談､ お願いごとをしていくなどし
て､ 結果として住民自身が動きだすようなきっかけを与えつつ､ 住民が当事者性を失わない形で､
住民の行動を後押しした（11地区/17地区：約64.7％）とともに、すべてを住民におもねるわけで
はなく、団体の考えを住民組織に伝えている支援団体（12地区/17地区：約70.6％）もみられた。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ、図表37のとおり７つのカテゴリーが生成され
た。さらに、それらのカテゴリーは信頼の概念との関連性から３つのカテゴリー・グループに収
束した（図表37参照）。
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図表37：支援団体からみた､ 住民組織との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

関係性
（プロセス・時間的変化）

関係形成経路 行政委託依頼

住民会議への参加

住民組織要請

関係形成相手 キーパーソン関係

住民と個別対話。関心不安等､ 聴取

支援活動
（能力に対する期待）

住民支援 震災以降の人・物支援

イベント交流事業

住民組織基盤支援 ノウハウ提供

行政との関係調整 行政翻訳調整

復興関連正確情報知識提供

支援団体の対等な姿勢
（意図に対する期待）

（人格的信頼）

対等性 支援・非支援配慮。協業意識

住民の意向尊重 住民と歩調合わせ

住民決定の実現を後押し

 （代表研究者作成）

　住民組織からみた､ 支援団体との信頼関係に影響を与えた要因（図表34（pp49）参照）に比
べ、支援団体からみた住民組織との信頼関係に影響を与えた要因（図表37参照）では、概念のレ
ベルでは、復興関連の正確な情報や知識の提供が特徴的であった。またカテゴリーのレベルで
は、住民組織が支援団体との感情的な結びつきに言及することが多かったのに対し、支援団体側
は誰と関係を築いていったかという点に言及する点が対照的であったといえる。そして、支援団
体のカテゴリーとしては住民の意向の尊重や、行政との関係調整が、住民組織との関係性を示す
という点で特徴的であった。

5．3．行政と支援団体との関係

　最後に､ 行政と支援団体との信頼関係につきみていきたい。本研究では､ ソーシャル・キャピ
タルの存在を､ 住民組織を中心とした地域コミュニティにあるものとの前提で研究を行っている
ため､ ここでは､ ソーシャル・キャピタルの理論ではなく､ あくまでも組織間の信頼関係に与え
た影響をみていくこととしたい。

5．3．1．行政からみた支援団体との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　行政は､ 契約関係や住民との会合以外でどのような点で､ 支援団体との信頼関係を考えている
のだろうか。今回の聞き取り調査で､ 支援団体や副次的に行政職員から聴取された代表的な語り
を､ 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのオープン・コーディングによる分類でとり
まとめると､ 図表38のとおり、12の概念が生成された。
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図表38：行政からみた､ 支援団体との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=18）

概念 代表的な語り

実質直接関係なし 　住民との懇談会には、参加を希望した支援団体が同席したが、行政から参加を求
めた訳でも、特にアドバイスをもらうこともなかった。（行政２）
　震災復興の核になる行政と住民の対話に NPO 等が間に入ることはなかった。（行
政13）

契約関係 　行政は震災の処理で多忙を極める一方、支援団体が地域住民に認知されていて、
支援団体の活動と委託事業の内容とが合致していることから、委託を行った。（行
政３）
　委託事業が終わった後も、継続的にお茶会が行われる等、支援団体は、地域住民
とお付き合い頂いているので、うまくいったと思っている。（行政５）

住民関連会合接触 　「（復興公営住宅の）入居者顔合わせ会」に来てもらって以降、住民会合でご協力
を頂いた。（行政１）
　最初の導入部の行政が NPO を紹介することで終わりだと思う。紹介した後は、
受託した NPO が自らの判断で住民との関係をつくっていく。（行政15）

目的､ 方向性の
共有

　能力があったとしても考え方が一致しなければ共感を覚えない。行政が思い描い
ている活動内容であり、共通認識を持てているところである（行政１）
　NPO と、行政や地域住民との間では共通するもの（例えば、子どもの健全育成等）
がないと交われない。「政策提言」を主とすることも理解できるが、そのスキルを
実際に行動に移すことができれば、よりよい社会形成に繋がると考える。（行政12）

地縁組織連携必要 　公営住宅や防集への支援は、当初は良いかもしれないが、支援団体がいつまでも
存在する訳ではないし、支援団体が支え続けることがベストかどうか、疑問がある。
徐々に地域住民を巻き込んだ、自助、共助のカタチにしなければならない。（行政１）
　行政、地域の企業家、地域住民の方で、三位一体で協力し、それらの均衡点を探
れるような、コーディネーターやサポートする人材が行政の側も地域にも圧倒的に
不足している。今後、時間をかけて育成していくしかない。（行政７）

熱意 　NPO の場合､ 熱意をもった人が継続して住民サービスを提供できる利点もあり
業務委託した。（行政４）
　わざわざ県外から来て、そして寝食忘れて自分たちのために支援してくれている
と思えば、それは信頼関係ができます。（行政17）

住民目線 　非常勤職員の方々には現場を尊重して、同じ住民という視点で動いてもらってい
て、行政の立場を「翻訳」してもらっている。（行政６）
　支援団体が住民に寄り添ってきたことで実現できたことも多数あった。（行政13）

業績・名声より
黒子

　地域の人たちを主役にして、自分は地域の人たちを陰で支える「黒子」に徹する。
地域のことを真剣に物事を考えているので、お仕事を任せられると感じた。（行政４）
　NPO の方々の思いだけだと住民の方々が離れる｡ 日参し腰を据えて取り組み、住
民の方々にかわいがられ、その思いとつながったところで評価が定着した。（行政13）

住民間や行政との
対話促進

　行政や都市計画の専門家の言葉は、住民にとっては非常に理解しづらく、関心も
持ちづらく、「規制」は住民の反発も出やすいことから、支援団体に委託し住民と
行政の橋渡し、議題調整、議事録作成等の事務局業務を調整してもらっている。

（行政９）
　外部支援者が入ることによるメリットは、行政職員では言いにくいところを第三
者の意見として言ってもらえるところにある。（行政10）
　仮設住宅の支援を行っていた支援団体が、公営住宅に関する懇談会を始めるにあ
たり茶菓を提供してもらって以降、深く支援に入ってもらっている。（行政18）
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行政住民バランス 　支援団体が住民に肩入れしたい気持ちも分かるが、委託事業の仕事として作業を
してもらっていることも理解してもらいながら、行動してもらっている。（行政９）
　行政と協働しやすいのは、理論家で社交的で、行政の立場や、自らの立場、住民
の立場をたてて調整できる方だと考える。（行政16）

事業実施推進能力 　特産品の商品開発等についても、県の助成金等、自らも動いて助成金を獲得し、
支援制度を活用していた。（行政13）
　従来のやり方を変えるのは、やはり若い力しかないと考え、個性が強く「押せ押
せ」の部分もあって良かったと思う。（行政15）

外部ノウハウ提供 　NPO などが入り、行政区ごとにこれまで以上に独立して自由な行動が少し取れる
ようになり、パソコンの使い方を教えてもらって発信し、ネット販売ができるように
なった等、様々なツールを教えてくれたところは、非常に評価している。（行政３）
　地域誌作成、お茶っこ、イベント開催を形成する上で、アイデアを出してもらっ
たり、力強い原動力を与えてもらう等、大変お世話になった。（行政12）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　また､ インタビューの中で指摘があった要因（図表39は「○」と表示）､ 指摘がなかったもの
（図表39は無印）とに分類すると、図表39のとおりとなった。

図表39：行政からみた支援団体との信頼関係に与えた要因（n=18）

行政事例 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

実質直接
関係なし

○ ○ ○ ○

契約関係 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民関連
会合接触

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目的､ 方向
性の共有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地縁組織
連携必要

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

熱意 ○ ○ ○ ○

住民目線 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

業績・名声
より黒子

○ ○ ○ ○ ○ ○

住民間や
行政との
対話促進

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政住民
バランス

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業実施
推進能力

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

外部ノウ
ハウ提供

○ ○ ○ ○

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）
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　まずコミュニティ形成に関して､ 行政が支援団体との間で住民関連の会合で挨拶や簡単な情報
交換を行った以外は､ 特段の連絡や調整が行われなかったとする事例が一定数存在した（ 4 地区
/18地区：約22.2％）。
　コミュニティ形成関係で行政が支援団体と関係を持つのは､ 住民を交えた会合や何らかの契約
関係（他部署等､ 間接的な契約や､ 非常勤職員の採用も含む）（以上、12地区/18地区：約66.7％）
であり､ 契約関係をもつことで行政は支援団体と定期的な会合を持ち意思疎通が図られるとする
意見もみられた。
　行政としては､ 支援団体の考え方として①目的や方向性の共有（恒久住宅移転後の周辺地域と
の融合など）､ ②行政が抱える制約や背景事情等を踏まえ行政と住民とのバランスに配慮ができ
る点（ 8 地区/18地区：44.4％）､ ③住民目線での業務（以上､  7 地区/18地区： 約38.9％）､ 団体
の名声や利益のためではなく､ ④住民のために黒子に徹すること（ 6 地区/18地区：約31.6％）､
⑤熱意を持っている（ 4 地区/18地区：約21.1％）が挙げられた。
　能力面としては､ 専門性や実績を住民との柔軟な対話姿勢に変えるなど､ 住民同士の対話を促
進する能力や､ 活動の実行能力（以上､  8 地区/18地区：約44.4％）が指摘された。
　なおコミュニティ形成にあたっては､ 特に公営住宅の移転が始まったり､ これから迎えようと
している地区を中心に､ 行政からは支援団体が周辺自治会､ 社会福祉協議会､ 地区ボランティア
等の地縁組織との連携が必要になるとの認識も示された（12地区/18地区：約66.7％）。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ、７つのカテゴリーが生成された。さらにそれら
のカテゴリーは信頼の概念との関連性から４つのカテゴリー・グループに収束した（下記図表40
参照）。

図表40：行政からみた､ 支援団体との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

関係の有無
（制度的信頼）

関係なし 実質直接関係なし

関係あり 契約関係

住民関連会合接触

ビジョン共有 ビジョン共有 目的､ 方向性の共有

地縁組織連携必要

支援団体の姿勢
（意図に対する期待）

熱意 熱意

住民優先 住民目線での支援

業績・名声より黒子

住民・行政関係調整 住民間や行政との対話促進

行政住民バランス

能力的信頼
（能力に対する期待）

能力 事業実施推進能力

外部ノウハウ提供

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）
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5．3．2．支援団体からみた行政との信頼関係
⑴　オープン・コーディングによる分類
　前述のような住民組織の認識は､ 支援団体側からはどのように捉えられたのだろうか。また､
支援団体独自の視点から､ 住民組織との信頼関係に影響を与える要因があるとすればどのような
ものであろうか。今回の聞き取り調査で､ 支援団体や副次的に行政職員から聴取された代表的な
語りを､ 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのオープン・コーディングによる分類で
とりまとめると､ 下記の図表41のとおり、11の概念が生成された。

図表41：支援団体からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた代表的な概念一覧（n=18）

概念 代表的な語り

住民信頼が基本 　行政区長から行政に対し「自団体と連携している」と伝えられたことも大きかっ
た。（支援団体ii）
　行政の委託事業の場合は、「行政の手先」とみられることがあるので、そうならな
いように注意し､ 都市計画等の知識や専門性を披露するのではなく、実際に提案を
しながら、住民に知識を持ってもらうことに意味があった。（支援団体i）

実質直接関係なし 　協議会の場には、行政職員は同席していたが、自団体との直接の打ち合わせはな
く、行政から委託を受けたわけでもない。（支援団体Vi）
　緊急雇用の委託事業で行政担当者と関係があったが､ 特段､ 仮設住宅でのコミュ
ニティ形成の在り方等について直接意見交換をしたわけではない｡（支援団体Xi）

委託事業 　行政が自団体に事業委託したのは、地域で支援活動をしていた支援団体が淘汰さ
れ、自団体が「実働部隊」として認識されたこともあった（支援団体ii）。
　委託事業は上下関係でみられてしまう。地域の人と一緒に活動しようとすると「自
団体が撤退した後にどうするんだ」と言われてしまった。（支援団体Xii）

行政への情報提供 　状況報告が遅れ、ご迷惑をおかけした部分もあった点は反省点だが、以降、行政
の課長や担当者には常に状況を伝えていった。（支援団体viii）
　常に行政との情報共有を行うことで、行政側も我々の地道な活動を見続けてくれ
た。そのことが組織としての信頼度も自然と確立されていった。（支援団体xiv）

業務推進上､ 信念
を言及

　単に行政の意向に従った業務をするのではなく、自団体の先行実績や、他の地域
の成功例等でバックデータを基に、こういったことが大事だと思うことを、相手の
事情に合わせながら練りこみ、主張していった。（支援団体xv）
　行政との関係性を密にしていくことで、馴れ合いの関係になるリスクもあること
から良し悪しをしっかりと言える関係性を構築していないと、後々非常に苦しい状
況に陥ることがある。（支援団体xiv）

行政の背景事情理
解

　行政には行政の都合があり、また「やりたいけれど動けない」というジレンマが
ある。そこを問い詰めると良好な関係は築けない。（支援団体xii）
　行政職員と話をする中で、行政がどのような思いで仕事を進めているかを理解
し、事業の進行がうまくいかない理由は、必ずしも自治体の責任ではなかったりす
ることを理解していった。（支援団体ix）

定例打ち合わせ 　仮設住宅支援の受託時は､ 月 1 ､ 2 回、行政に定例報告を行っていた。（支援団体X）
　自団体主催の仮設住宅住民向けのお茶会に、必ず町の職員の方にも来て頂き、災
害公営住宅の計画など、何かしらの説明をして頂いた。（支援団体ix）

定型業務実情相違 　行政からの公的な資金を得ると、必ずしも地域の実情に合っていないことでも、
受託者は行政が求めた「型」どおりに業務を行わざるを得なくなる。（支援団体iii）
　契約で会議回数が絞られると、形式的なものにしかならない。コミュニティ形成
の場で相手にしているのは地域の人で、実際は臨時役員会が開催される。厳密にい
えば増額変更を行うべきだろうが、それもできないので、委託仕様書に書いていな
いことも行うこととなる。（支援団体vii）
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現場感の共有 　行政や団体等の立場でなく､ 皆で一緒に顔を合わせ､ 一筋縄にいかない問題を考
え工夫しながら進めてきた､ プロセスや土壌が結構大きかった。（支援団体viii）
　現場感がある行政職員には、自組織の行動についても、筋が通った説明も行える
し、けんかを行うこともあった。（支援団体iv）
　行政の方がもっと現場に来て現状を見てくれれば一番良い。（支援団体X）
　行政は行政の立場で発言することは理解できるが、現場に来てくれないと信頼関
係は多分崩れていく。まず行政担当者は現場に来ることが大切。（支援団体vii）

担当者との関係 　行政の担当者が、震災復興にかけるフィロソフィーやミッションを強く持ち、所
掌範囲を超えた仕事を行おうとした点が、信頼関係につながった｡（支援団体iv）
　震災関連で外部応援職員の方が「規定上許されるかどうか」ではなく、やって楽
しいかとか、やって得られるものがあるかという視点から出発して、ルールは工夫
しようっていうようなアプローチをとってくれたことが大きかった。（支援団体xv）
　震災直後は意思決定も早かったが、「頭越し」に調整されて面白くない現場の担当
者も多い。実働部局の理解が得られないと、話が進まない。（支援団体xiii）

行政関与と自主性 　行政には圧倒的な力があり、情報の非対称性もある以上、住民側につかないとバ
ランスが悪い。（支援団体iii）
　行政との協働で事業が広がる可能性もあれば、様々な法的根拠や縛りで行動範囲
が狭まり、計画していた事業と違う形になってしまうことがある。（支援団体xiv）
　行政は住民組織や NPOと少し距離を置いた方が良いかもしれない。「公のルール」
が前面に出ると､ 住民は委縮し、NPO は自由が利かず動けなくなる。（支援団体xiv）

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　また､ インタビューの中で指摘があった要因（図表42では「○」と表示）､ 指摘がなかったも
の（図表42では無印）とに分類すると、図表42のとおりとなった。

図表42：支援団体からみた行政の信頼関係に与えた要因（n=17）

I Ii Iii Iv V Vi vii viii Ix X xi Xii Xiii Xiv Xv Xvi xvii

住民信頼が
基本

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実質直接関係
なし

○ ○ ○

委託事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政への情報
提供

○ ○ ○

担当者との
関係

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政の背景
事情理解

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定例打ち
合わせ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定型業務
実情相違

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

現場感の共有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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担当者との
関係

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

業務推進上､
信念を言及

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政関与と
自主性

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　すべての支援団体は､ 住民との信頼関係を活動のベースとするとしていた。
　また､ 支援団体の殆どが､ 行政との関係で何らかの委託事業を受けており（13地区/17地区：
約82.4％）､ 行政との打ち合わせや会合等､ 定期的な接点があることや､ 半数を超える支援団体
から､ 行政と住民の間のバランスをとる必要性や､ 行政の背景事情にも理解を示す発言もみられ
た（10地区/17地区：約58.8％）。
　他方で､ 行政が住民組織や NPO 等の支援団体との関係をもつ際には､ どうしても上下関係に
なりがちで､ その関与が大きくなれば住民組織や支援団体が委縮するといった意見や､「委託事
業者は『行政の手先』とみられかねない」､「自主性が阻害されてしまう」といった意見が指摘さ
れ（ 7 地区/17地区：約41.2％）､ 業務を円滑に遂行する上で､ 必要なことは自らの知見や経験に
基づく信念を主張するとしている（10地区/17地区：約58.9％）。
　そうした中で､ 支援団体にとって行政との信頼関係に影響を与えた要素としては､ 行政職員の

「現場感」に関するものであった。行政職員とのプロセスの共有と現場感の有無（15地区/17地区
：約88.2％）､ 委託契約などで行政が求める定型業務と実情の相違（ 7 地区/17地区：約41.2％）
が､ 行政との関係に影響を与えたとする。
　これらの関係性の中で､ 実際にコミュニティの実情に合わせた対応をとる場合には､ 行政との
調整を試み､ その調整が難しい場合には､ 契約外の非定型業務として､ 別途対応するとの言及や､
ある団体関係者は「スーパー公務員」の役割を指摘する。スーパー公務員は､ 支援団体からの提
案を「規定上許されるかどうか」ではなく､ やるべきことや新しいアイデアを実現するために､

「既存の規定をどのように解釈し､ 実現するか」を模索するアプローチであるともされた。
　これに対し､ ある行政職員からは､ 支援団体が頻繁に地域事情を説明し､ 問題提起もしてくれ
る「顔が見える関係」なので､ 行政からもお願いをすることもあるとの指摘がなされた。究極的
には､ 担当者がどのような関係性を築いていけるか（11地区/17地区：約64.7％）という点も重
要であった。

⑵　選択コーディングによる整理
　次にオープン・コーディングによって概念化した複数の概念を､ 定義や意味合いの近さから共
通する概念をカテゴリーとして整理したところ６つのカテゴリーが生成された。さらに、それら
のカテゴリーは信頼の概念との関連性から３つのカテゴリー・グループに収束した（図表43参
照）。
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図表43：支援団体からみた､ 行政との信頼関係に影響を与えた要因のカテゴリー・グループ化

カテゴリー・グループ カテゴリー 概念

住民優先 住民との関係 住民信頼が基本

関係の有無
（制度的信頼）

契約関係の有無 実質直接関係なし

委託事業

意思疎通 定例打ち合わせ

行政への情報提供

行政との相互理解
（人間関係的信頼）

行政への理解 担当者との関係

行政の背景事情理解

行政の現場実情理解 定型業務・実情相違

現場感の共有

団体の自主性 業務推進上､ 信念を言及

行政関与と自主性

 （聞き取り調査に基づき代表研究者作成）

　行政からみた支援団体との信頼関係に影響を与えた要因（図表38（pp54-55）参照）に比べ、
支援団体からみた住民組織との信頼関係に影響を与えた要因（図表41（pp57-58）参照）とは、
委託契約の有無が関係性に影響を与えていた点、住民を基本に考える点で行政も支援団体も一致
していた。
　概念レベルでは、行政が支援団体に対し住民との関係性の調整を期待する一方、支援団体から
みて行政は NPO や住民組織より圧倒的な力をもつため、住民や NPO の自由を縛りかねず、また

「行政の手先」となることへの警戒から、団体や住民組織の自主性への意識がみられた点が対照
的であった。
　またカテゴリー・レベルでは、行政が支援団体に対し、地縁組織との連携性の必要を指摘した
のに対し、支援団体は行政による現場の実情理解や、団体の自主性確保の重要性を指摘していた
点が特徴的であった。
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　本章では､ 震災復興のコミュニティ形成に関する､ 行政・住民組織・支援団体による個々の取
り組みと協働が､ 住民組織によるコミュニティ形成に如何に影響を与えたのかを明らかにする。
具体的には､ 住民組織が行政との関係で得てきた連結型ソーシャル・キャピタル（連結型 SC）､
住民組織が支援団体との関係で得てきた橋渡し型ソーシャル・キャピタル（橋渡し型 SC）が､ そ
れぞれ､ 住民組織が活動するコミュニティがもつ結束型ソーシャル・キャピタル（結束型 SC）
に与えた影響を見ていきたい。

6．1．行政との関係：連結型SCがコミュニティ形成（結束型SC）に与えた影響

　第４章､ 第５章で確認したように､ 住民組織と行政との関係性が問われた場面は､ 第一に､ 仮
設住宅での住民からの住環境改善や､ 駐車問題､ ゴミの不法投棄等､ 住民による暴力事件等のト
ラブル対応への要望､ 第二に､ ハード面での震災復興まちづくりの合意形成､ 第三に､ 恒久住宅
を前提とした､ ソフト面での住民組織の形成と周辺地区を含めた広域的な交流の醸成であった。
　その中で､ 住民からの要望や意見に対する反応が確認できること､ 住民の課題を一緒に試行錯
誤できる姿勢､ 休日の住民行事等の非公式の場で交流があったことなどが､ 信頼関係に､ 肯定的
な影響を与えた一方で､ 住民意見に対して消極的､ 形式的な対応に対しては否定的な影響がみら
れ､ 概して､ 行政職員の応答性に左右された。
　これは､ 原科の参加の５段階モデル（原科､ 2001；原科､ 2005；原科､ 2010、下記図表44参照）
の議論との関連が指摘される。住民からの意見聴取だけで回答がない場合（②「意見聴取」）､ 住
民の要望があっても形式的な回答（③「形だけの応答」）では住民の納得は得られず､「意味ある
応答」が必要となってくるということである。

図表44：参加の５段階モデル（再掲）

①情報提供
informing

②意見聴取
hearing

③形だけの
応答

reply only

⑤パートナ
ーシップ

partnership

④意味ある
応答

meaningful
reply

　仮設住宅での住民からの各種の改善要求に対しては､ 震災直後の作業量の膨大さや人員不足な
どから､ 対応が後手に回り形式的であったことについて､ 住民からの不満が提起された。これに
対し､ 行政からは住民からの批判・陳情に向き合い､ 人員増強・体制整備を行う一方､ 時間をか
けて住民からのその改善要求や対応に応えていき､ 最終的には住民組織から提起された､ 仮設住
宅の住環境やトラブル対応を行うようになった。こうした住民からの問題提起と行政の不満への
対応がなされた場合には､ 連結型 SC が発揮され､ コミュニティ内の厚生が向上するという､ 結
束型 SC に肯定的に作用した。

第６章　協働がコミュニティ形成に与えた影響
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　ハード面での震災復興まちづくりの合意形成に関し､ 行政は専門的な知見をもつ支援団体に､
会議進行や議事録作成等を委託事業として出しながら､ 住民による合意形成を図っていった。仮
設住宅期と同様､ 住民と行政との信頼関係は､ 行政による回答の迅速さ､ 対応の柔軟性､ 分かり
やすさ､ 住民目線で一緒に考えられるかどうかであり､ 原科の参加の５段階モデル（原科､
2001；原科､ 2005；原科､ 2011）で指摘された､「形だけの応答」以下の対応か､「意味ある応答」
を行うか次第であった。その結果､ 地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の制定と
いう､ 原科の参加の５段階モデルの「⑤パートナーシップ」に該当するレベルまで､ 協働のレベ
ルが高まった地区もあった。
　これらの一連の過程の中で､ 行政と住民の間で意思疎通が行われた場合には､ 互いに相手に対
してどのような要望が実現可能かどうかの「相場観」をつかめてくる様子が伝わった。一連の会
議の場面で､ 住民と行政との間や､ 住民同士の意見のやりとりで膠着状態が生まれた場合に､ 会
議の進行に否定的な影響がでることを認識する住民リーダーや､ 行政職員が出た場合には､ 議論
の進行に肯定的な影響が出ることが確認された。
　復興公営住宅のソフト面での住民組織の形成に関しては､ 行政が主体的に説明会や準備会・世
話役人会などを開催する等､ 自治会形成までは行政から積極的に関与し､ 連結型 SC を形成して
いった。しかし､ 復興公営住宅入居や防災集団移転を終え自治会を形成した後には､ 行政は住民
組織の自立と他地区との公平性を重視する観点から､ 行政は住民組織への支援からは一定の距離
を取るようにしている（通常時の連結型 SC への回帰）。
　もっとも､ 公営住宅でのコミュニティ形成（結束型 SC の醸成）は住民組織も行政も手探りで
あり､ 住民組織の長などがコミュニティ形成上の課題に直面した場合には､ 行政職員に相談する
ケースもみられる。

6．2．支援団体との関係：橋渡し型SCがコミュニティ形成（結束型SC）に与えた影響

　第４章､ 第５章で確認したように､ 住民組織にとって支援団体との関係は､ 最初は何らかの違
和感をもって受け止められていたが､ その後､ 親近感を感じる関係へと転化するケースも一定数
みられた。
　住民組織・支援団体の双方が信頼関係を高めたと共通に認識した活動は､ 震災直後の人的・物
的支援､ イベントや住民交流の場の支援､ 住民目線での支援､ 行政との関係調整であった。行政
にはない支援団体独自の要素としては､ 知識や外部情報の提供､ 面白くてワクワクする支援とい
う要素が肯定的に評価されている。これらは橋渡し型 SC の肯定的側面と見ることができる。
　住民組織にとっては､ 行政と地域住民だけの意見交換だけでは新たな発想を得ることに限界が
あった。そうした中､ 支援団体との橋渡し型 SC を形成することにより､ 外部の専門家等の知見
や発想・考え方､ 復興事業に関する知識を分かりやすく､ 一緒に試行錯誤しながら学ぶ機会を得
たことで､ コミュニティ形成に取組む上で面白いことや､ ワクワクすることへとつながり､ 結果
的に結束型 SC を強化する効果もみられた。
　他方で住民組織と支援団体との関係に否定的に作用した要素として､ 寄付や助成金等の支援を
得て活動している支援団体の活動の効果への疑問､ 団体の支援活動の都合を地区の事情よりも自
団体の活動を優先させることへの反感､「支援する・される」の関係や住民依存の関係性継続へ
の危惧であった（橋渡し型 SC のダークサイド）。
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　コミュニティ形成にかかわる支援団体の多くは､ 支援と受援のバランスを考え､ 住民一人ひと
りとの対話に時間をかけながらも､ 住民が無理なく行動する主体へと変わるための工夫をこらし
ており､ 結果的には住民の信頼性に否定的な影響をもたれない形の活動を行っていた。
　また行政､ 住民､ 双方の立場を知る支援団体や行政の関係者からは､ 行政と住民が対立構造に
なりやすい背景として､ 行政・住民双方の情報の授受の方法が指摘された。具体的には､ 行政は
確定的な情報しか出せないので､ どうしても少なめにかつ遅れがちになりやすく､ 結論のみしか
伝えないとされた。その一方で自身の要望の実現の成否に関心をもつ住民は､ 行政の決定の背景
事情を知らないまま､ 行政の意思決定の理由を憶測し､ その決定に関する憶測や噂が拡散すると
される。その結果、行政不信がさらに深まり､ さらに行政が情報提供を少なく､ 遅くなってしま
うという悪循環のメカニズムである（図表45参照）。これは山倉（1993）が「情報の多義性」と
して指摘するように､ 情報の伝え手である行政と受け手である住民との間で､ 情報の意味が異
なってしまうものであり､ 結果として不信が増幅してしまうメカニズムである。

図表45：行政と住民の情報流通を巡る不信構造の循環とその脱却

 （複数の関係者 5からの聞き取りを基に代表研究者作成）

　こうした負のサイクルにはまると､ 行政と住民との意思疎通がうまくいかず､ 合意形成も進ま
なくなる。
　この負のサイクルを抜け出し､ 行政の情報を住民に正確に伝達するための工夫として､ 支援団
体や住民組織関係者､ 行政から､ 以下のような取り組みが聞かれた。
　その取り組みとは､ ①支援団体が行政や住民組織とも調整の上､ 住民組織役員に対し､ 住民が
必要とする情報の「方向性」を事前提供し､ 行政の施策の考え方についての住民組織の「推測」
が異なる場合には､ それを是正したケース､ ②住民協議会組織の代表者が､ 会議に出席した住民
組織の関係者に対し､ 出席しなかった住民にも意思決定の結果を正確に伝達する義務を負うと注
意喚起をするケース､ ③住民協議会関係者（行政､ 住民､ 支援団体）の間で､ 広報誌掲載の編集
会議を行い､ 意思決定理由の背景を掲載し､ 正確な情報を伝達しようとするケースであった。

５  住民組織Ｇ､ 支援団体V（2016年 5 月16日）､ 支援団体IX（同年 5 月24日）､ 住民組織Ｂ（同年 5 月17日）、行政
14（同年 5 月17日､ 28日）からの聞き取り調査に基づく。
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　本章では､ 研究から判明してきたことを明らかにしたい。
　本研究は､ 東日本大震災の震災復興におけるコミュニティ形成に関する､ 行政・住民組織・支
援団体の協働関係を明らかにすることを目的とした。本章では本研究で明らかになったことや、
そこから得られた示唆、そして本研究に関する今後の展望を述べることとする。

7．1．本研究で明らかになったこと

　まず、本研究で明らかになったことを列挙すると次のとおりとなる。
① 震災復興のコミュニティ形成は､ 必ずしも行政・住民組織・支援団体が三位一体で取組むもの
（図表18（pp25）参照）ではなく､ 住民が行政組織とだけ､ または支援団体とも､ 個別に関係
を構築しながら進める場合があった。

② 住民組織と行政の信頼関係は､ 必ずしも二項対立ではなく､ 住民要望に対し､ 規則や予算の中
でできることを住民組織と模索し､ 意思決定の背景を含め､ 意味ある回答を迅速に行えるかど
うか次第であった。

③ 住民の住環境や生活環境の厳しさがある中､ 住民は復興に関する行政の意思決定情報を要望す
る一方で､ 行政は震災復興に関連する作業量の増加と､ 意思決定や住民への情報伝達に遅れ､
かつ､ 決定事項のみを伝達するという中で､ 住民組織と行政との間の意思疎通に齟齬が生じや
すかった。

④ 支援団体の震災復興のコミュニティ支援は､ 一方的な支援提供ではなく､（i）住民一人ひとり
の対話を通し､（ii）住民自身が理想を考え､（iii）行動することを後押しし､ 一緒に試行錯誤し
ながら実現させていくという､ 地道で時間がかかる「黒子の支援」であった。

⑤ 住民が自らのコミュニティに関し､ 主体的に考え行動する上では､ 震災復興事業にかかる行政
の考え方について､ 正確な情報が必要である。行政と住民の間でそのような場が設けられる場
合もあれば､ 支援団体が設ける場合もある。

⑥ また､ 支援団体が住民に対し先行事例の情報を提供する場合は､ 行政が実際の施策として実施
できるかどうかの検討や調整も必要となる。行政も現場感やプロセスを支援団体や住民組織と
共有し､ 一緒に試行錯誤していくことで､ 既存の制約の中で何ができて何ができないかを一緒
に模索できる場合は､ コミュニティ形成につき有意義な議論が行える。

7．2．先行研究との異同点

　次に、本研究と先行研究との共通点と、新たに得られた知見を示すこととする。

7．2．1．先行研究との関連
・ 震災復興のコミュニティ形成において､ 住民組織が行政に求めたのは､ 原科（2001）の５段階
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参加モデルのうち､「意味ある応答」であった。震災直後を中心に､ ５段階モデルの初歩的な
段階である､ 行政による「情報提供」や「意見聴取」もままならない場合には､ 住民は不満を
募らせた一方､「意味ある回答」を行った自治体では､ パートナーシップにまで行政と住民の
関係性が昇華した（上記②に関連）。

・ 組織間の信頼関係については､ 全般的に相手の行動の予測可能性を示す「よく知ることによる
信頼」（山倉、1993；Stephen, 2005））や時間の経過に伴う信頼（稲生､ 2011）がみられた。
行政や住民組織の支援団体との関係では､ 山岸（1998）が指摘する「能力に対する期待」もさ
ることながら､ 自分の利益より他者の利益を尊重し､ 義務を果たすといった「意図に対する期
待」に対する信頼が重視された（上記②､ ④に関連）。

・ 自治会や町内会の機能に関する先行研究との関係では､ 震災復興のコミュニティ形成過程にお
いては､ 自治会等（準備会を含む）は､ 住民の意見集約や要望伝達（参加機能）や､ ルールや
規範づくりがみられた。他方で、自治会や町内会に期待される、地域問題の解決や､ 住民生活
の豊かさといった機能については､ 現在進行中の取組みであった。

・ コミュニティで個々の住民が持つ「役割感情」の醸成は､ 行政が直接関知するのではなく､ 住
民組織の長が見つけたり､ 支援団体が側面支援する形で提供されていった。しかしすべてのコ
ミュニティでそのような「役割感情」の醸成に至る訳ではなかった。

・ 支援団体と住民組織との信頼関係構築に貢献した、支援団体による「黒子の支援」は､ 稲垣
（2014）が述べる､「寄り添い型サポート」（足し算のサポート）と､「事業導入型サポート」
（掛け算のサポート）の知見と一致するものであった（上記④に関連）。

・ ソーシャル・キャピタルとの関係では､ 支援団体による水平的な支援が外部からの情報や知見
を提供できるという橋渡し型 SC（Putnam, 2000；Szreter＆Woolcock, 2003）の議論と合致す
るものであった（上記⑤に関連）。

・ 行政と支援団体との協働に関しては、委託契約では支援団体の自由や裁量が縛られる場合があ
るとの指摘は、先行研究で述べられていたことと同様であった。

7．2．2．新たな知見
　次に先行研究とは異なり、本研究で得られた新たな知見を次のとおり列挙する。
・ 組織間協働を議論する上で､ 信頼関係は､ 能力に対する期待や意図に対する期待（山岸､ 1998）､

プロセスや時間的変化（稲生､ 2010）によって左右されるともされる。実際にそれらの要素も
あったが､ 行政と住民との信頼関係に影響を与えたのは､ 震災復興に関する行政の情報をいか
に正確に住民が望むタイミングで提供するかということであった。

・ 震災以降の復興状況が極めて不透明な状況の中で､ 自らの住まいに関わる極めて重要な情報に
つき､ 行政から住民に十分な情報が提供されない場合には､ 住民間にうわさが生じ､ 行政との
関係にもコンフリクトが生じやすい状況が生まれたことは､ 新たな知見といえる。

・ 震災時の組織間協働を分析する上では､「正確な情報が出そろい､ 充分な理解が得られれば､
被災者は最良の判断をする」（上原､ 野崎､ 2013：36）との前提に立ち､ 組織間コミュニケー
ションにおける情報の多義性の課題への対処の方法として､ 直接の情報伝達の重要性（山倉､
1993）が指摘された。本研究では､ 震災復興の過程で､ 支援団体が間に入って､ 住民と行政の
間の情報の流れを整理することの重要性を指摘した。

・ 行政と住民組織や支援団体との関係性は､ 資源依存論（Pfeff er & Salancik, 1978）的に見ても､
資金提供の有無や行政が持つ権力との関係で､「上下関係」で捉えられがちである。しかし､
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実際には､ 行政が住民組織が持つ正当性や情報､ 支援団体がもつ専門的知識や情報､ 時間に依
存する場合も存在した。

・ 行政と住民組織との関係性をみるときに､「資源依存論」が指摘する「資源」や権力の範囲を､
資金などに留めるだけでなく､ 正当性､ 知識､ 情報､ 時間にまで広げてみた場合には､ 上下関
係にはとどまらない､ 様々な視点が提供されることとなろう。

・ なお､ 今回の調査では､ 行政職員の中には､ 住民一人ひとりと同じ目線で関係構築を図り､ 住
民要望に積極的､ 迅速に関わる職員､ 支援団体との支援ネットワークを構築するために東奔西
走した職員､ 規則や予算的制約の中で何ができるかを住民組織や支援団体と模索する職員が多
く存在した。住民もまた､ 行政職員とともに､ 震災復興上のコミュニティ形成を行政とともに
手探りで進めていた様子もあった。

・ 行政と住民組織との関係は､ 歴史的背景や行政との圧倒的な資源差から単に「上下関係」とみ
られがちである。しかし､ 震災復興のコミュニティ形成での行政と住民のコミュニケーション
は垂直的な側面を持ちつつも､ 水平的な側面もみられた。

・ 住民組織と支援団体の関係については､ 震災前の共有時間の蓄積に基づく SC がなければ困難
であるとの先行研究もみられたが､ 震災後５年間の活動を通し､ 住民との信頼関係や橋渡し型
SC を長期的に蓄積させた事例が出てきていることは､ 新たな知見であった。

・ 結束型 SC に比べ肯定的に捉えられがちな､ 外部支援団体との橋渡し型 SC に関しては､ 外部支
援団体が自らの都合を優先させたり､「支援・被支援」の上下関係や､ 支援への依存関係を生
む場合があることに､ 行政や住民組織双方から否定的な見解が示された点は､ 橋渡し型 SC の
ダークサイドもみられた。

・ 行政と支援団体との協働のうち、委託契約に関しては、従来型の定型委託業務とは異なり、コ
ミュニティ形成といった人間関係が大きく左右するため、契約内容と実情の乖離が生じやす
く、行政職員が現場に足を運び、その実情を把握する必要性が確認された。

7．3．実務的な示唆

　それでは本研究は、震災復興におけるコミュニティ形成について、行政、住民組織、支援団体
に対して、どのような示唆を与えられるだろうか。各々検討することとしたい。

7．3．1．行政にとっての示唆
・ 平素から､ 住民組織との間で､ 意思疎通のルートを確立しておくことが望まれる。今回の調査

でも､「伝統的コミュニティ」の中でも、特に、震災前の住民組織と関係性を構築できていた
行政の地区では､ 住環境に対する不具合等の問題はあったとしても、意思疎通や情報提供に関
し､ 住民組織の長から強い不満を示されることはなかった。

・ しかし､ 何らかの事情で意思疎通のルートが確保されていないまま､ 災害を迎えた場合や今後
のまちづくりの方針が明確にならない場合には、住民たちにとっては､ 自らの暮らしや住まい
がどのような状況になるのか不確かな状況になる。住民は暮らしや住まいに関するフラスト
レーションや不安が募る。行政からの情報提供が限定的な場合には、住民間のうわさが行政と
住民との関係をさらに難しくしかねない。

・ そうした事態を回避するためにも､ 特に「新設コミュニティ」のような、様々な背景をもつ住
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民が新たにコミュニティを形成する場合には、住民や支援団体の対応を専属とする部署や職員
を設け､ 住民との意思疎通､ 情報伝達の経路を一元的に確保しておくことが望まれる。

・ 行政職員の中には､ 上記のとおり､ フットワークが軽く､ 住民組織や支援団体とも柔軟なコ
ミュニケーションを行える人材も存在する。行政の責任者としての発言には責任が伴うため､
意思疎通が形式的にならざるを得ないが､ こうしたコミュニケーション能力の高い職員を､ 住
民対応専属部署に配属することも一案であろう。

・ 支援団体との関係では､ コミュニティ形成支援という､ 当初契約とは異なる事態が想定される
非定型的な事業を､ 定型的な委託事業に切り替える難しさがある。しかし､ 単に委託事業者に
よる報告書提出だけでは､ 委託事業者の実情をきちんと把握できるとは限らない。コミュニ
ティ形成の現場には報告書の文字情報にはしきれない、重要な情報が存在する。住民のコミュ
ニティ形成の現場に足を運ぶことで､ 委託事業者を監督するとともに､ 契約内容の妥当性も検
証でき､ 柔軟な変更契約に対処でき､ さらには財政当局や議会答弁にも説得力が増すことにな
ると思われる。

・ もっとも､ 行政職員は震災復興の大幅な業務増と人員不足で現場に足を運べない事情や､ 仮に
現場に足を運べたとしても､ 一人何役もこなして過剰負担を強いられる自治体職員もいた。だ
からこそ､ 住民や支援団体対応の専属部署や住民専任職員の配置が必要となる。

・ 「新設コミュニティ」に関しては､ 支援団体への委託事業も利用されている。他方で委託事業
への過度な依存は､ 中長期的には､ 橋本が指摘するように､ 自治体が住民ニーズの掘り起こし
や制度や政策立案機能までも持てなくなってしまう恐れもある（橋本､ 2013）。

7．3．2．支援団体にとっての示唆
・ 住民組織との関係では､ 住民組織が単に支援されるだけの存在になることは決して望ましいも

のではない。住民組織と一緒に行動していくためにも､ 支援団体の活動内容は住民組織と協議
しながら､ 住民と一緒に考え行動してもらえるような活動となることが求められる。

・ 支援団体は自らの事業報告会と質疑応答の場を一般向けに定期的に開催することで､ 住民組織
や行政にとどまらず、地元の関連団体や一般の住民との信頼関係を強化することが可能となろう。

・ 行政との関係は､ 住民主体のコミュニティ形成に関しては､ 会議の場での接触か委託事業を通
した業務報告と意見交換であろう。委託事業の運用に関しては､ 定型業務になじまないコミュ
ニティの実態をいかに委託事業の仕様書に近づけるかということである。

・ 行政も変更契約のための調整や､ 財政当局､ 議会､ 上級官庁への説明責任等の調整を必要とす
る組織である。行政との委託契約を結んだ支援団体は、行政担当者とこまめに意思疎通を取り
ながら､ 担当者に自団体の活動や問題意識を理解してもらう必要がある。その上で､ 住民主体
のコミュニティ形成の現場の事情が移ろいやすい点につき､ 行政担当者がその上司や財政当
局、議会や上級官庁をも説得できるような形で､ 行政に提供していくことも求められよう。

7．3．3．住民組織にとっての示唆
・ 今回の調査で明らかになったことは､ 住民組織自体が行動するか否かが､ コミュニティ形成に

大きく左右するということである。行政も支援団体も､ 住民組織に対して一定度の支援を行う
ものの､ そうした支援がさらに充実したものにするためには､ 住民組織自体が自らの意見を述
べ､ 行政や支援団体に働きかけることが不可欠である。

・ 今回の調査でも､ 住民組織自身が考え行動していくことで､ 仮設住宅や復興公営住宅での住環
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境や生活環境の改善､ 住民交流行事に左右し､ 公園､ 集会所､ 道路､ 画地､ 街なみの復興計画､
災害公営住宅の設備の改善にも影響することが明らかになった。

・ 行政や支援団体との関係は永続的なものではなく､ 恒久住宅への移転に伴い､ 仮設住宅期まで
と同様の支援を受けられなくなる可能性も高い。仮設住宅期までに培った、支援団体との関係
性を維持する努力も必要となる。住民組織の中には､ 震災以降にでき上った支援者とのネット
ワークを今でも生かしながら､ 地域外との住民交流を深めている地区もある。

・ 住民組織は､ 役員の力量や意欲といった属人的要素で､ その盛衰が決まりがちである。しかし
属人的要素に任せた組織運営は不安定になりやすい。

・ イベントなどの地区行事は､ 地域住民の関心や能力に気づく機会や、次のイベント等の端緒と
もなり、人材発掘や住民組織の役員の負担軽減にもつながり、持続的な地域づくりに資すると
考えられる。

7．4．本研究の限界

　本研究は宮城県内18地区の事例を対象に､ 東日本大震災から５年間､ 住民組織と､ 行政､ 支援
団体との間で主としてコミュニティ形成に関しどのように意思疎通が行われ､ 信頼関係を高めて
きたかを明らかにしようとしたものである。
　しかし､ 定量調査のような多数のサンプル数をもって厳密な因果関係を立証したものではなく､
また反対に少数の特徴的な事例を特定のケース・スタディとして深く分析するものではなかっ
た。さらにはインタビュー時点での各地区の復興の進展が多様となる中で､ インタビュー対象者
が回答した「コミュニティ形成」はその内容や時期（緊急支援､ 仮設住宅､ 復興まちづくりの合
意形成､ 復興公営住宅入居後の自治組織形成）も多義的となった。これらの状況の中でデータの
収集拡大と分析の収斂化のバランスを図っていくことは至難の業であり、カテゴリー同士の関連
性の提示を含め、「理論的飽和化」（木下、2003）といえるまで、十分に収斂化させたわけではな
い。理論化とモデル化は今後の課題としたい。
　しかしながら､ 本研究は､ 宮城県という一定の地理的な範囲の中で､ 過去５年間のコミュニ
ティ形成の過程でどのようなことが起こり､ 住民組織､ 行政､ 支援団体の間で､ どのような背景
で､ 組織間の信頼関係が浮沈を経たのかにつき､ 一定程度は明らかにすることができた。

7．5．今後の研究課題

　最後に､ 本研究との関連で､ 今後の研究課題として､ ①本研究データの収斂化とモデル化、
②組織間関係を扱う対境担当者（Boundary Spanner）､ 住民組織や支援団体､ コミュニティ全体
の持続的経営（人材面､ 資金面）につき､ ③住民組織の経営､ ④社会的企業､ ⑤タウン・マネジ
メント組織（Town Management Organization：TMO）を挙げておきたい。
　第一に、本研究の理論的な精緻化である。本研究で聞き取り調査から得られた膨大なデータの
整理を行うにとどまり、複数の概念を収斂化させたカテゴリーや、カテゴリー・グループの結
果、組織間関係をどのようにモデルとして提示するかが今後の研究課題として残っている。
　第二に、震災復興のコミュニティ形成の文脈における､ 組織間関係を実質的に左右してきたの
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は､ 組織を代表して､ 組織内外の情報や資源の交換や取捨選択の役割を担う対境担当者（Boundary 
Spanner）（山倉1993､ Williams 2002､ 立木2016）や､ ストリートレベルの官僚（Lipsky, 2010）
である。また､ ボランティアという「異文化」な存在を受け入れるにあたって､ よく顔を知られ
た地域の人が「つなぎ」､「学習」していくことも大切とされる（松井､ 2011）。これらの支援団
体や住民組織の対境担当者やストリートレベルの官僚の役割と機能を分析していくことで､ コ
ミュニティ形成における組織間の情報や資源､ 情報の多義性の整理など､ より正確に理解できる
だろう。
　第三に､ 復興まちづくりの住民合意の形成過程について､ 合意形成論の観点からのさらなる分
析も必要だと考えられる。例えば､ Susskind & Cruikshank（2008）や､ 松浦（2010）は､ 合意
形成の中でのステークホルダーを明確にすることや､ ファシリテーターの重要性､ 合意したこと
の確認など､ 重要な要素を示している。
　第四は組織やコミュニティの持続的運営に係る視点である。今回の調査を行った住民組織の関
係者の半数はその負担感や､ 人口の減少などから住民組織の持続可能性について何らかの課題意
識を示している。
　住民組織の役員のなり手不足に関しては､ 時間的負担や精神的負担､ 仕事に支障が生じると
いった課題や､ 組織として人材育成機能がないことなどが示されている（石栗､ 2016）。住民組
織は､ 役員の力量や意欲といった属人的要素でその盛衰が決まりがちであることを踏まえ､ 住民
交流の機会を増やし一緒に仕事をこなす中で､ 多様な人材の関心や能力とを､ 状況に応じて組み
合わせることが求められる。また近隣地区との広域的な連携と役割分担（2007､ 中田）､ NPO や
社会福祉協議会､ 大学など､ 地区外の組織との橋渡し型の SC を構築していくことが､ 結果的に
役員の負担感を減らし､ 人材の発掘にもつながっていくようにも思える。また､ 自治会・市民団
体・行政の役割分担を総合的に把握している､ 兵庫県神戸市の月見山自治会の事例（中田､ 2007）､
３年間の話し合いを経て､ 高齢者を活動主体として活動に招き､ 安全・安心､ 福祉､ 教育等の活
動を結合させ､ 住民全戸加入を実現させた山形県東置賜郡川西町の NPO「きらりよしじまネッ
トワーク」の事例（伊藤､ 2011）など､ 地元に根付き､ 住民自身が総合的な住民サービスを提供
する体制づくりについても､ 今後の研究課題としていきたい。
　資金面と活動面でのバランスの持続性に関しても､ 住民組織も支援団体も組織としての活動を
維持する上で､ 欠かせない視点である。行政からの委託事業や補助金などに依存する場合には､
どうしても行政との上下関係に位置づけられる中で､ 持続的に地域を「経営」していくための､
社会的企業､ タウン・マネジメント組織（Town Management Organization）の経営に関する研
究も今後の研究課題としていきたい。
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　本研究の調査にあたっては､ 数多くの宮城県内の自治体､ 支援団体､ 住民組織の方々にインタ
ビューに応じて頂くだけではなく､ 資料の提供､ インタビュー記録の確認等のご対応を頂いた。
記して感謝の意を述べたい。今回の調査結果でお話を頂いたすべての内容を概念化、カテゴリー
化する中で、皆様から伺ったお話を再度、思い起こし、実に中身のあるお話を伺えたと感じた。
他方で、結果的にそのすべての内容を網羅し収斂できた訳ではなく､ まだまだ整理の工夫の余地
はある。今回の調査の中で頂いたご知見を今後の研究の中でさらに生かしてまいりたい。
　また代表研究者は､ 2013年10月から2016年３月までの２年半､ 宮城県庁で復興支援の仕事に携
わる機会を得た。その中で､ 毎週復興支援の現場に赴き､ 基礎自治体､ 支援団体､ 住民組織の活
動を視察し､ これらの関係者の方々と復興に関する意見交換をさせて頂いた。また宮城県庁の中
でも､ 上司､ 同僚の方々と震災復興につき意見交換をさせて頂いた。これらの経験は､ 本研究の
背景事情の理解を深める上で非常に貴重な経験となった。そのような貴重な経験を積ませて頂い
た､ 宮城県庁や支援団体､ 住民組織の方々にも厚く御礼申し上げたい。
　さらに本研究に関しては国際学会や、代表研究者が所属する東北大学大学院経済学研究科では
研究発表の機会にも恵まれた。それらの機会に国内外の先生方や受講生の方々から、関連する先
行研究や分析方法などにつき、示唆に富むご批判とご助言を賜った。合わせて感謝申し上げたい。
　なお､ 本研究報告書は､ 宮城県庁や東北大学等の見解とは一切関係はなく､ その記述等に関す
るすべての責任は代表研究者に帰するものであることは言うまでもない。
　最後に､ 本研究報告書を執筆する機会を与えて下さった､ 全労済協会による寛大なご支援に深
く感謝の言葉を申し上げて､ 本研究を締めくくることとする。
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63　『関東大震災復興における賀川豊彦とその同労者の取り組みに見る地域形成の視座の検討』2016 年 12 月
千葉大学大学院人文社会科学研究科特任助教　伊丹　謙太郎
○ 　本研究では、賀川豊彦の思想、とりわけ「協同組合」を軸としたその思想の展開と賀川本人

だけではなく、彼とともにいろいろな先端的社会事業に取り組んだ労働者達の活動、エピソー
ドをまとめている。とくに、1923年の関東大震災という時代背景を起点として賀川同労者たち
の実践が、そして賀川本人の思想がどのように変化していったのかを確認するよう試みている。

62　 『社会的企業による職縁の再構築機能：「絆」組織における"Co-Production"と"Relational Skills"』2016 年 12 月
東洋大学経済学部教授　今村　肇（研究代表者）
○ 　現在、日本人の人間関係は希薄になりつつあるといわれているが、本研究では、日本と西欧

との制度・文化の違いを前提にしつつ歴史的な側面も含めた比較を行ない、「絆」組織とし
て、従来いわれていたようなNPO・社会的企業などのサードセクターに限らず、政府・地方
自治体や営利企業も含めた水平的な「連帯」を実現することによる、「職縁」を通じた再構築
の方向を探っている。
　その中では、若者の自立支援において「職縁」という視点で支援を行っている３つの組織に
対して調査・分析も行った。

61　『社員による企業ボランティア参加に関する現状と課題』2016 年 11 月
東京大学大学院学際情報学府 文化・人間情報学コース博士後期課程　小林　智穂子（研究代表者）
○ 　近年、地域でボランティア活動を行う社員を奨励・支援する企業が増え、公共の福祉に寄与

しようとする人々は増加傾向にある。本研究では、従業員参加型の社会貢献活動モデルを示し
た上で、活動に参加した社員本人、企業、NPOにインタビュー調査を行った。そして、現状と
課題を抽出し、勤労者と社会双方の福祉をいかに実現するか、その条件を考察した。

60　『中間支援組織調査を通して見た日本の労働統合型社会的企業（WISE）の展開と課題』2016 年 11 月
立教大学コミュニティ福祉学部教授　藤井　敦史（研究代表者）
○ 　労働統合型社会的企業（WISE）は社会的課題の解決に取り組み、社会的包摂を目指す担い

手として注目されている。本研究では、日本のWISEの展開過程においてその中核を担ってき
た中間支援組織に着目し、ホームレス支援等の課題に取り組む各組織にヒアリング調査を行っ
た。そして、多様な機能を発揮している中間支援組織の実態を明らかにした。

59　『東日本大震災被災地における水産業中小企業と地域雇用の再生 ―釜石・大槌地域の事例より―』2016 年 10 月
岩手大学人文社会科学部准教授　杭田　俊之（研究代表者）
○ 　東日本大震災で津波被害を受けた岩手県の釜石・大槌の沿岸地域を対象として、水産業中小

企業と地域雇用再生に向けた調査をした。産業・生活・コミュニティの基盤は、震災前から持
続可能な条件が失われつつあり、震災が崩壊を決定的にした。単純な復旧がありえない状況の
中で、新たな条件を探り生産現場を動かし、家庭と地域事情との両立のあり方を探していく。

58　『低所得労働者の社会的包摂に対する価値の評価と包摂のための社会保障制度設計』2016 年 10 月
東京大学大学院工学系研究科技術経営戦略学専攻　特任助教　赤井　研樹（研究代表者）
○ 　本研究では、労働者のあり得るべき未来を見据え、社会から排除の対象となりやすく、社会

的孤立に陥りやすいと考えられる低所得労働者を対象に、どのような労働環境への選考が高い
のかを調べるために選択型実験法を用いて、労働環境を構成する諸要因への支払い意思額を推
計した。



57　『社会的排除状態の拘束性：若年層パネル調査による検証を通じて』2016 年 10 月
公益財団法人世界平和研究所・主任研究員　高橋　義明

○ 　本研究では、1990年代以降の欧州における「社会的包摂」に関する議論の高まりとともに相
対的貧困率等の指標が開発されてきたのに対し、日本においてはこのような指標の具体的な検
討が進んでいない実態に鑑みて、社会的排除状態が時間を経ても解消しない「拘束性」の観点
から若年層に焦点を当てて指標の有効性を検証している。

56　『多様な就業形態の仕事の質に関する実証研究』2016 年 ９ 月
一橋大学大学院商学研究科准教授　島貫　智行

○ 　本研究では、日本における「正規雇用」、「非正規労働」、「派遣労働」の就業形態について
「労働者にとっての仕事の望ましさ」を示す「仕事の質」という観点から検討し、非正規労働
や派遣労働の問題を論じる際には、仕事や労働条件を多面的に捉えた上で、その問題が労働契
約と雇用関係のいずれによるのかを踏まえることが重要であると説いている。

55　『分権型福祉国家・福祉社会の確立に向けて ―地域共同体・福祉の構築―』2016 年 ９ 月
慶應義塾大学経済学部教授　駒村　康平

○ 　本研究では、日本が高齢化・人口減少社会に突入する中での社会保障制度の持続可能性、格
差・貧困の拡大する社会における社会問題や生活困窮問題について着目し、その克服への地域
互助の可能性について調査・分析を行った。

54　『高齢法改正に伴う人事・賃金制度の再構築と社会保障制度のあり方に関する研究』2016 年 ９ 月
高千穂大学経営学部教授　田口　和雄

○ 　本研究では、政府の高齢者雇用法施策の変遷について概観するとともに、高年齢者雇用確保
の主要な制度である継続雇用制度を導入している日本を代表するリーディングカンパニー３社
の事例調査をもとに、2013年４月に施行された改正「高年齢者等の雇用の安定等に関する法
律」が企業における60歳代前半層の高齢者雇用施策に与えた影響を明らかにした。

53　『障がい者の雇用と企業の新しい人的資源管理システム ―特例子会社24社の事例分析―』2016 年 ９ 月
高知県立大学社会福祉学部講師　福間　隆康

○ 　身体障がい者の雇用促進に向けて義務付けられた実雇用率が2002年に法改正された。特例子
会社の障がい者の実雇用率を、親会社だけでなく子会社・関連会社の全体で算定することが可
能にされ、雇用率を引き上げやすくなった。雇用率を義務として見るのではなく、障がい者を
戦力と考えらる雇用管理とはどうあるべきか。障害者従業員が自立できる雇用システムとはど
のようなものか、一定の明確化がされた。特例子会社24社の事例分析から明確化を試みる。

52　『社会連帯における子育て支援の役割機能 ―幼稚園・保育所・認定こども園の役割機能―』2016 年 ８ 月
川村学園女子大学講師　手塚　崇子

○ 　保育所の待機児童問題や子育ての孤立化など、子育てに関する問題が山積する中、本研究で
は福井県の永平寺町・鯖江市・小浜市の３つの市町村の事例について、保育者・保護者・施
設・地域などで聞き取りおよびアンケート調査を行い、それぞれの連携の実態と課題を明らか
にした上で、社会連帯による地域の子育て支援に必要な人材や連携の方法を考察した。

51　『地域産業創造の三点セットとその可能性 ―震災復興の手がかりとして―』2016 年 ７ 月
代表研究者　東北福祉大学教授　齊藤　幹雄

○ 　本調査研究では、雇用の場の創出をはじめとする震災被災地復興への道筋について考察し
た。「地域産業創造の三点セット」と称する概念図式・分析視角によって、地域産業の課題と
方向を示した。「三点セット」とは、天然資源、技術力、流通（マーケテイング力）を指す。
三点セットをもとに、被災地復興を含めた全国各地の地域産業の可能性について考察した。




	公募64(中尾)表紙-最終稿.pdf
	公募64(中尾)-本文-最終稿.pdf
	公募研究ウラ表紙.pdf



